
 

 

 

 

平成 24 年度環境省請負業務 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年度鉄スクラップの高度利用化調査業務 

 

報告書 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年 3 月 

 

東京製鐵株式会社 

 
  



 

 

 
 

 



 

P-1 

要旨  
電気炉鋼材は，製造時の消費エネルギ－や二酸化炭素排出量が高炉鋼材の 1/4～1/3 である．  

また，自動車など多様な製品にレアメタルを含む高品質な鋼板が使用されているが，この鉄スク

ラップを有効に国内で再生・循環させるためには，鉄スクラップを主原料とする電気炉鋼材は最

適である．そのため，電気炉鋼材は，循環型社会や低炭素社会の構築には不可欠である． 
一般に電気炉鋼材は，1）化学成分のばらつき，2）Cu 等の不純物は製造性を阻害する，3）

大気中でプラズマ溶解するため鋼材に窒素を多く含む，などと言った技術的な懸念が従来から言

われている．また，電気炉で製造した熱延鋼板(電炉鋼板)は高炉材に比べ生産が比較的新しく，

まだ自動車用鋼材としては多くは使用されていない． 
低級スクラップ中のトランプエレメントや希少金属の活用により高品位電気炉鋼材を再生す

る技術，高度なプロセス制御による Cu 脆性の無害化・品質バラつきの低減により，市中で使用

された老廃スクラップを主原料とした高品質の電炉鋼板の製造が可能となっており，自動車用鋼

板に十分適用できるものと考えられる． 
 
本事業では，590MPa クラス以上の高強度熱延鋼板を試作して，その品質について検証を行う

ことで，鉄スクラップを用いた自動車用の高強度鋼材の製造，鉄スクラップの循環が可能である

ことを明らかにするものである． 
試作目標は，張力特性を現在自動車の車体で実用化されている構造用高張力鋼板 590MPa 級

DP（Dual Phase）鋼板の引張り強さ（TS）と全伸び（EL）の積（TS×EL）と同等以上とす

ることを目標とし，要旨図  1 に目標値とその設定理由とを併せて図示する．現行高炉材は，

590MPa-DP 鋼で TS：600MPa，EL：27%，TS×EL＝16200MPa・%，980MPa-DP 鋼で TS：
1000MPa，EL：16%，TS×EL＝16000MPa・%が代表的特性であり，（TS×EL）積でみると

16000 以上であれば，現行高炉材並以上の強度・延性バランスと言え，その積は高いことが望ま

れる． 本試作材の特性目標値は，TS：1000MPa，EL：16%以上，（TS×EL）積≧16000MPa・%
を狙いとし，組織・成分設計を行った．尚，試作材の材料創製の考え方と基本製造プロセスは， 

 
要旨図  1 試作鋼板の目標設定  
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独）物質・材料研究機構が主体となって実施された超鉄鋼プロジェクトの微細結晶粒に基づく組

織創製の技術をベイナイト組織に応用し，1）熱延プロセスでの加工熱処理による微細結晶粒化 
（γ粒径：10μｍレベル），2）微細γ粒からの微細ベイナイト組織と微細 MA組織，3）γ領域
でコイル巻き取りを行い，コイル巻き取り後にベイナイト変態させることにより実機にてコイル

試作を行った．このクラスの高延性高張力鋼板の製造プロセスとしては，極めてシンプルであり，

製造ロバスト性にも優れると考えられる． 
鉄スクラップ(使用比率 70%以上)を原料とし，鉄スクラップを電気炉に投入する方法により，

自動車の車体で使用される薄鋼板と同等の厚みの鋼板を試作した．試作規模は，溶製した湯から，

11 本のスラブを製造（153 トン）し，製造条件出しに使用後，3 本のスラブを使って 3 コイル

の実機製造の試験圧延を行った．3コイルの内，1本目はコイル巻き取り温度が狙い値より大き

く外れ（低温側），2，3本目は，狙いより低い巻き取り温度になったものの，想定内の条件で圧

延出来た．2本目は板厚 2.3mm，3本目は板厚 2.0mm の試作であり，各種特性評価は，車体適

用領域に入る 2.0mm のコイルに対して実施した．このコイル幅は 950mm，全長約 600ｍであ

る．得られた特性，知見に基づき，本調査業務を総括していくこととする． 
 
本試作材の目標組成と成分実績 
成分は，要旨表  1に示す Si-Cr-Mo 系とし，熱延でのコイル巻き取り温度にて下部ベイナイ

ト組織が主組織となる成分構成とし，微細な炭化物析出によるひずみ硬化率の高ひずみ領域ま

での持続性やスポット溶接部の溶融部凝固部及び HAZ 部靭性を確保する観点などから，成分

を決定した．目標の成分値に対して，Cu は目標の約 1/2であるが，それ以外の成分は目標通

りの結果になっている．Cu が低い値になったのは，新断屑の配合比率が 50%を占めたことに

よる．残りの鉄源は，国内へビー屑である．Cu 含有量が目標から外れたことによる組織創製

方針への影響は見られなかった．尚，当社過去実績の国内ヘビー屑の限界使用比率は 100%で，

ヘビー100%の場合は Cu：0.35%程度である．Cu は熱間脆性起因元素であるが，当社ではそ

の対応技術は既に保有している．新断屑の配合比率が増すことによって Cu 含有量は減少する

ことになる． 
 

要旨表  1 材料組成  

 
  

Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｕ Ｎｉ Ｃｒ Ｍｏ

目標値
※

0.19
(0 .18以上～

0.20未満)

1.00
以上

0.40 0.015 0.003 0.30 0.10 1.00
以上

0.3

製鋼 0.182 1.108 0.53 0.029 0.005 0.16 0.11 1.01 0.30
スラブ 0.181 1.074 0.52 0.029 0.005 0.15 0.10 1.01 0.30
製品 0.193 1.091 0.45 0.025 0.005 0.14 0.06 0.98 0.33

Ｖ Ｎｂ Ｓｎ Ｐｂ Ｂ Ｃａ Ｔｉ Al Ｏ Ｎ

目標値 0.015 0.030 20
(30)

40
(70)

製鋼 0.017 0.007 0.018 0.010 0.0016 0.0020 0.008 0.023 36 78
スラブ 0.017 0.006 0.017 0.000 0.0016 0.0010 0.008 0.022 21 76
製品 0.011 0.004 0.012 0.001 0.0019 0.0011 0.007 0.023 36 68
※ x.xx 目標とする成分値を示す。その他の成分は通常の製造範囲とした。

%

% ppm

[mass%]
Sc Y La Ce P r Nd Sm E u

<0.001 <0.001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001

Gd Tb Dy Ho E r Tm Yb Lu
<0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001
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実機試圧コイルの製造条件実績（t=2.0mm コイル） 

目標範囲内で製造出来た t=2.0mm コイルの仕上げ圧延後の冷却実績を CCT 線図に重ね合

せて要旨図  2に示す．仕上げ圧延での動的再結晶等によりγ粒を微細化した後に冷却を行い，
狙い通りに，ベイナイト変態領域でコイル巻き取りが出来ていることが推察できる．図中の測

定温度はコイル外周部を測定したものであるが，コイル内部はこれより高く，ベイナイト領域

を通って冷却されたものと思われる．要旨図  3 には，コイル巻き取り後のコイル外側の温度

を測定したものであるが，巻き取り完了後から約 50分の時点で変態潜熱によるものと思われ

る温度上昇がみられ，かなりの長時間にわたって高温状態に等温的に保持されたことが伺える． 

 
要旨図  2 CCT 線図上のコイル冷却実績  

 
要旨図  3 圧延後のコイル冷却実績  

 
得られた微細結晶粒と組織 
本試作にあたっては，熱延プロセスでの加工熱処理による微細結晶粒化（γ粒径：10μｍレ

ベル）を組織創製方針としたが，実際に要旨図  4 に示すように前γ粒径：約 10μm の微細ベ
イナイト組織が得られた． 
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目標特性と実績 
想定した条件範囲で製造出来た t=2.0mm のアズロールのコイルについて，その機械的特性

を要旨図  5に示す．また，コイル全長（約 600ｍ）の各部位の特性と製造条件（仕上げ圧延出

側温度，コイル巻き取り温度）との関係を要旨図  6に示す．先ず，強度－伸びの関係では，コ

イル先端と尾端のオフゲージ部（通常製品にしない）では，TS：1200MPa，オフゲージ部を

除く部位では，およそ 980～1150MPa の範囲で現行車体鋼板より良好な強度－伸びバランス

を示すこと，また安定した特性が得られたことが確認された． 

 
要旨図  4 得られた微細結晶粒と組織  

 
要旨図  5 試作鋼板の機械的特性  
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この図では製造条件と特性の対応をみることが出来るが，コイル巻き取り温度（CT）は目標

からの変動の大きい部位においても，強度－伸びは安定した特性が得られていることが確認さ

れた．また，（TS×EL）積はオフゲージ部を除くと 20000以上あり，現行高炉材の 590-DP や

980-DP に対して大きく上回ることがわかった．今回得られた特性を鉄鋼連盟自動車用鋼板規

格に照らすと，980MPa 材低降伏比型は，規格が TS≧980MPa，EL≧12%，Yp≧650MPa で

あり，本試作材は規格を十分に満足することがわかる． 
強度：980MPa クラスで且つ（TS×EL）積≧20000MPa・%の材料で，本試作材の組織・製

造プロセスの材料は，自動車用鋼板としては，世界的に未だ実用化されていない． 
 

 
要旨図  6 圧延温度実績と機械的性質  

 
車体用鋼板としての重要特性 
車体用高張力鋼板の材料として，あるいは車体としての重要品質特性としてスポット溶接性

がある．高張力化していくとスポット溶接性は低下傾向を示すこと，しかしながら，車体が安

定した衝突性能を持つには，スポット溶接継ぎ手が安定的強度を持ち得ることが必要であり，

接合部の破断形態としてはボタン抜け等が望まれるケースが多い．高張力鋼板の開発はスポッ

ト溶接性能の開発の側面を持つ．本試作材では，スポット溶接条件を最適化し，t=2.0mm コイ

ル材のスポット溶接部強度試験で，破断形態がボタン抜けすることが確認された．その時の溶

接条件でのタクトタイムは 0.7sec程度であり，現行の車体量産条件範囲内である． 
  

TS; 1207 
TS; 1142 

TS ; 1094 TS; 1089 
TS; 1056 TS; 1079 

TS ; 1207 

TS ×EL; 17743

TS×EL; 21127 TS×EL; 21224 TS×EL; 21127 TS ×EL; 21120 
TS×EL; 20285 

TS×EL; 13881

1 00 00

1 50 00

2 00 00

2 50 00

7 00  

9 00  

11 00  

13 00  

He ad 1 2 3 4 5 Tail

TS
xE

L

YP
,T

S 
 M

Pa

採取位 置

強度及びTSｘELYP TS TS×EL

-5 0 

-3 0 

-1 0 

10  

30  

50  

-5 0 

0  

5 0 

0 1 00 20 0 3 00 40 0 5 0 0 6 00

CT
 平

均
値

か
ら

の
偏

差
[℃

]

FD
T平

均
値

か
ら

の
偏

差
[℃

]

通過材長[ m]

圧延温度実績
FDT CT

EL; 14.7 
EL; 18.5 EL; 19.4 EL; 19.4 EL; 20.0 EL; 18.8 

EL; 11.5 
5.0  

9.0  

1 3.0  

1 7.0  

2 1.0  

2 5.0  

He ad 1 2 3 4 5 Tai l

EL
  %

採取 位置 EL



 

P-6 

車体用鋼板としての他の諸特性 
自動車への適用時の各種利用特性の評価を実施し，その結果一覧を要旨表  2 に示す．特に現

行高炉材と比較して問題となる特性はみられなかった． 
要旨表  2 各種利用特性評価一覧  

 
 

資源性と自動車産業への循環 
本試作材は，鉄源は 100%鉄スクラップであるが，品種は，国内ヘビー屑と新断屑でその割

合は，50：50 であった．試作にあたって新断屑を 50%投入した理由は，試作チャンスが限ら

れていることから成分的中率を上げたいということであるが，今後，自動車事業への参入を考

えた場合の資源性や循環性について整理しておきたい．要旨図 7に自動車産業で発生するスク

ラップと市中スクラップの事業化を想定した場合のフローが示してある． 
車体用鋼板は，車一台あたり約 700ｋｇ使用される．プレス成形の歩留りが 65-70%であり，

残りが新断屑となる．この新断屑を電炉鋼会社が引き取り，自動車用鋼板にリサイクルして自

動車会社に納めるという資源循環を考えると，単純にはスクラップフロー分が，車体への供給

量ポテンシャルに相当することになる．自動車会社と電炉鋼会社が直接鉄スクラップと鉄製品

をフローさせると，スクラップ市場価格変動の影響を受けにくい資源と製品の循環が成り立つ． 
当社においては、前述した通り、新断屑を前提としない老廃スクラップのみで鋼板製造が可

能であるが、自動車発生新断屑の電炉鋼メーカへの直接フローを軸に考えた場合，更に、鉄源

の調達性は安定したものになる。これまでみてきた通り、鉄源の調達性は問題ないこと、しか

しながら、電炉鋼メーカにとっては，適用可能鋼種を拡大し製品循環先を十分に持つことが大

きな課題であることは明らかである．今後，車体用鋼板の高張力化への対応を考えた場合，ス

クラップ中には高価な合金元素（Cr, Ni, Mo, Cu 等）含有しており，これらを活かすことが出

来る状況に電炉鋼メーカはある． 
  

適否 備考

目標組織（ベイナイト、MA） ○ 目標組織が得られている。

結晶粒細粒化（前γ粒径：10μｍ） ○ 目標前γ粒径が得られている。

TS ○ 現行高炉980MPa材と同等以上

EL ○ 　　　　　↑

穴広げ性 ○ 現行高炉980MPa材と同等

エリクセン値 ○ 　　　　　↑

深絞り試験（限界絞り比） ○ 　　　　　↑

FLD ○ 　　　　　↑

TSS ○ JISを満足する

CTS（破断形態） ○ 安定破断モード

衝撃特性

(静的圧潰)

SST(塩水噴霧試験） ○ 腐食減量、問題無し。

CCT(複合サイクル腐食試験) ○ クロスカット腐食、問題無し。

SDT(塩温水浸漬試験) ○ クロスカット腐食、問題無し。

評価内容

金属組織

偏析 △
板厚中央部に偏出帯が多く認められる。
製造条件の調整により、改善は可能。

機械的性質

TS×EL ○
　　　　　↑
　　　　(現行高炉590MPa材と同等以上)

成形性

溶接性
　(スポット溶接性)

ハット部材の
　衝撃特性

静的圧潰試験で、接合部破断の改善を確認。

耐食性

(○)
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当社実績では，市場購入スクラップが平均的に含有する合金組成にて，極僅かな成分調整の

みで 440MPa 材を製造できており，自動車の求める高張力化には強度 440MPa をベースに考

えれば良く資源的に有利な状況にあると言える．尚，今回の試作では国内ヘビー屑を 50%使用
しているが，スクラップ業者を認定し，検収規格により受け入れ検査を確実に実施することに

より，安定した質のスクラップを入手出来ることが過去の実績よりわかっている．また，自動

車由来のスクラップには特徴的な合金元素を含有するものが数多くある．今回の試作にあたっ

ても，Cr，Mo 等は活用しているが，これらの更なる効率的な活用は今後の課題である． 
 

 
 

 
要旨図  7 本件相当のグレードのスクラップの入手性と競争力  

 
 
 

全体を通して 
今回の鋼板試作を通して，以下を確認，あるいは実証出来た． 

・連続鋳造時の偏析の問題はあるものの，現行高炉材：強度 980MPa，及び 590MPa 級鋼

板に対して同等以上の強度－伸びバランスの材料を量産設備で試作することが出来た． 
・その特性は，コイル全長にわたり安定しており製造性を兼ね備えていることがわかった． 
・重要な利用特性であるスポット溶接性についても，基本的な品質特性は兼ね備えているこ

とが確認出来た． 
・各種利用特性評価においても現行高炉材と比較して特に劣ることは認められなかった． 

 
以上の結果より，本試作材は，上記偏析は量産化検討の中で十分解決出来るものと考えら

れ，その解決により更に特性は向上すると考えられることから，今後の車体用鋼板実用化の

ベースになり得るものと考えられる．鉄源としては，100%スクラップであり，その品種構

成は国内ヘビーと新断ち屑を 50：50で使用した．当社の場合、新断屑を前提とする必要は

ないが、その利用は，今後自動車会社との生産発生屑を直接的に使用する場合、更なる鉄源

の安定調達に繋がってくるものと考えられる． 
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次年度以降解決すべき課題 
車体用鋼板は，2000 年頃から 590-DP 鋼の本格採用が始まり，780-DP，980-DP 鋼と高張

力鋼板の使用比率を拡大し続けている．2013 年には冷間プレス用鋼板として 1.2GPa 材まで
が実用化されようとしている．このような車体の高張力鋼板化の流れに対応するものとして，

今回の試作材は実用化のベースになると考えられる．実用化の為の今後の課題を以下に示す． 
 

 
材料機能に関する課題 
1) 今回の試作材仕様をベースに，材料機能と合金含有量・合金コストの最適化をめざす． 
（例えば，更なる Crの効果的利用，高価な Mo による機能を低廉元素での代替検討等．） 

2) 熱延・薄板コイル化の実現 
車体用鋼板の高張力化に伴う薄板化へ対応する．本試作は板厚 t＝2.0mm までのコイル

試作であったが，板厚 t＝1.4 以下の量産化技術を開発する． 
3) 強度－延性バランスの強度展開と向上 

・（TS×EL）積を更に向上させ，適用部品を拡大をめざす． 
4) めっき鋼板化（防錆鋼板仕様） 

上記電炉鋼板の防錆 
めっき鋼板化を図る． 

 
スクラップ・含有元素に関する課題 
5) スクラップ品種構成最適化と生産性に関する課題 

鉄源として新断屑を前提としないが、自動車会社発生屑の直接流通は更に原料の安定調

達に寄与すると共に、自動車関連屑特有の含有合金の活用が期待出来る。 
・  自動車由来のスクラップには合金元素構成として特徴ある鋼材が多量に使用されてい

る．スクラップミックスによる更なる価格競争力向上の検討を行う． 
・  ELV の全部利用をすることによる鉄原料コストの低減と原料安定調達性の検討，また付

随する生産課題の検討を行う． 
 
実用化に向けた技術課題の実施と今後の計画（案）について 

第一段階として，上記課題 1）と 2）をセットにして次年度以降から検討着手し，2020 年

までに自動車への実用化を実現させたい． 
第二段階として，第一段階の達成目途を確認の上，上記課題 3）と 4）の検討を着手するこ 

ととしたい． 
上記課題 5）は，鉄源に関する全鋼板製造に共通する課題であるが，上記第一段階，及び第二

段階における自動車会社との連携を考慮しながら進めることとしたい． 
尚，上記課題 4）と 5）の達成には，設備投資が必要となることが考えられる．  
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Summary 

 
Energy consumption and CO2 emissions in steel production by electric arc furnace mills is one 
quarter to one third that of blast furnace mills. Furthermore, electric arc furnace steel is the 
most appropriate method for effectively reusing or recycling valuable iron and steel scrap 
(hereinafter referred to as “steel scrap”) from high quality steel sheet containing rare earth. 
Such steel sheet is used in automobiles and many other products. For that reason, steel 
production by electric arc furnaces has an essential role to play in building a 
recycling-oriented or low carbon emission society.  
 
Traditionally, concerns about electric arc furnace steel generally have been technological 
issues, such as 1) non-homogenous chemical composition, 2) inclusion of copper and other 
contaminants that impair manufacturability, and 3) inclusion of large amounts of nitrogen in 
the steel from the open-air plasma melting process. In addition, because hot rolled flat steel 
manufactured by electric arc furnace mills is a relatively new product compared to that 
produced by blast furnace mills, it is not yet used to a great extent in automobile production.  
 
However, electric arc furnace mills can now manufacture high-quality steel sheet using waste 
scrap obtained from the scrap market as the main raw material. This has been made possible 
by technology that enables the production of high quality steel materials through the 
application of tramp elements or precious metals from low grade scrap and advanced process 
control that prevents the brittleness caused by copper and reduces compositional disparity. As 
a result, it is thought that electric arc furnace mills can now make steel sheet of sufficient 
quality for automobile manufacture.  
 
In this study, we manufactured high-strength hot rolled flat steel of 590 megapascals (MPa) 
class or higher on a trial basis. By verifying its quality, we proved that it was possible to 
manufacture high-strength steel products for use in automobiles from steel scrap and that it 
was possible to recycle steel scrap in this manner.  
 
The target of the trial manufacturing was to produce steel with the same or higher tension 
characteristics of 590 MPa-class high-tension structural steel sheet currently used in the 
bodies of automobiles. The tensile strength (TS) and elongation (EL) product (TS x EL) of the 
prototype was measured against that of the 590 MPa class dual phase (DP) steel produced by a 
blast furnace.  
 
Summary Chart 1 below below shows the targeted TS-EL product curve and the reasons for 
setting the targeted values. The tension characteristics of blast furnace steel are represented 
by 590 MPa-DP steel with TS of 600 MPa, EL of 27%, and TS x EL = 16200 MPa% and 980 
MPa-DP steel with TS of 1000 MPa, EL of 16%, and TS x EL = 16000 MPa%. In terms of the TS 
x EL product, it can be said that a product of 16000 or greater indicates a balance of tensile 
strength and ductility equivalent to currently used steel materials and that the higher the 
product figure the better. Our study was structured and designed to achieve targeted tension 
characteristics of TS of 1000 MPa, EL of 16% or more, and TS x EL >= 16000 MPa%.  
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The concept for the creation of materials for the trial manufacture and the basic 
manufacturing process were taken from the Ultra Steel Project led by Japan’s National 
Institute for Material Science (NIMS). Structure manufacturing technology based on fine grains 
developed by the NIMS-led project was adapted to bainite structures where 1) the fine 
granulatioin was refined using the thermo mechanical treatment process during hot rolling 
processing (γ grain size: 10 μm level), 2)  bainite and martensite-austenite constituent (MA) 
structures were formed from the fine prior-γ grains, 3) producing the prototype coil using 
actual manufacturing machinery by winding the material into coils of steel within the γ range 
and achieving bainite transformation. The manufacturing process is extremely simple for such 
a class of high ductility and tensile steel, and also excels in robustness.  

 
Summary Chart 1:Targets Set for Trial Steel Sheet Manufacture 

 
The main material for the prototype was steel scrap (70% or more). It was melted in an 

electric arc furnace and made into thin steel sheet of the same thickness as that used in 
automobile bodies. The scale of the trial included producing 11 slabs (153 metric tons) from 
the smelting bath, and three slabs that met manufacturing conditions were used for the trial 
rolling process using actual manufacturing equipment. For one of the three slabs, a 
temperature substantially below the targeted figure (low temperature) was used for the coil 
winding process, while the temperature used for the other two slabs was somewhat below the 
targeted figure but rolling occurred under expected conditions. The thickness of the second 
slab was 2.3 mm while that of the third slab was 2.0 mm. The properties of each of the 
prototype coils were evaluated in comparison with 2.0 mm coil applicable for automobile 
bodies. The width of the prototype coils was 950 millimeters and total length was 600 meters. 
The results of the survey are summarized below based on the obtained results and findings. 
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Targeted Composition and Actual Constituents of the Prototype Material 
As indicated for the Si-Cr-Mo series in Summary Table 1 below, we used a composition to 
ensure that lower-bainite structure would be the main structure forming during the coil 
winding in the hot rolling process. We determined the constituents from the point of view of 
maintaining the strain hardening rate of fine carbide precipitation within the high strain range 
and achieving toughness in weld fusion zone solidification and heat-affected zone (HAZ) for 
spot welding. Although copper was approximately half the targeted value for constituents, all 
other constituents measured on target. The copper constituent was low because the ratio of 
low-contaminant scrap from manufacturing cuttings of automobile companies (new scrap 
waste) was 50%. The remainder of the steel material was sourced from domestic heavy scrap. 
We did not note any impact on the structural formation plan as a result of the low copper 
content. Based on Tokyo Steel’s past record, 100% domestic heavy scrap can be used in 
manufacturing, and the proportion of copper would be approximately 0.35% in such a case.  
Although copper is a cause of brittleness during heat treatment, Tokyo Steel already has 
technology to prevent this effect. Naturally, greater use of new scrap waste would result in a 
lower proportion of copper.  
 

Summary Table 1: Material Composition 

 
 

Manufacturing Performance (t = 2.0 mm coil) of the Prototype Coil  
By doing repeated measurements of the cooling of the prototype coil manufactured within 
targeted conditions after finishing rolling, we produced the continuous cooling transformation 
(CCT) diagram shown in Summary Chart 2 below. From the chart it can be inferred that that the 
product was refined to the γ grain level using dynamic recrystallization and other processes 
during the finishing rolling stage, then cooled and as targeted wound into coil within the bainite 
transformation range. The temperature measurements shown in the chart are of the outer 
peripheral of the coil, however, the temperature inside the coil was even higher and therefore 
the coil is thought to have cooled within the bainite transformation range throughout. Summary 
Chart 3 shows the cooling of the outer peripheral of the coil after winding.  
  

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo

Targeted
figures

*

0.19
(0.18≤

<0.20)
≥1.00 0.40 0.015 0.003 0.30 0.10 ≥1.00 0.3

Manufactured
steel

0.182 1.108 0.53 0.029 0.005 0.16 0.11 1.01 0.30

Slabs 0.181 1.074 0.52 0.029 0.005 0.15 0.10 1.01 0.30
Manufactured

products
0.193 1.091 0.45 0.025 0.005 0.14 0.06 0.98 0.33

V Nb Sn Pb B Ca Ti Al O N

Targeted
figures

－ － 0.015 － － － － 0.030 20
(30)

40
(70)

Manufactured
steel

0.017 0.007 0.018 0.010 0.0016 0.0020 0.008 0.023 36 78

Slabs 0.017 0.006 0.017 0.000 0.0016 0.0010 0.008 0.022 21 76
Manufactured

products
0.011 0.004 0.012 0.001 0.0019 0.0011 0.007 0.023 36 68

* x.xx  Target .The other ingredient was made into the usual manufacture range. 

%

% ppm
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A rise in temperature thought to be the result of latent heat from transformation occurred 
approximately 50 minutes after the completion of coil winding, indicating that the high 
isothermal temperature was maintained for a substantial period of time.  

 
Summary Chart 2: CCT Chart Coil Cooling Performance 

 

 
Summary Chart 3: Coil Cooling Performance after Rolling 

 
Fine Grains and Structure Produced 
The structure formation plan for the prototype was to form a fine granulation (prior-γ grain 
size: 10 μm level) with the thermo mechanical treatment process during hot roll processing (γ 
grain size: 10 μm level).  As can be seen in Summary Chart 4, the prior-γ grain size was 
approximately that of a fine bainite structure of about 10 μm.  
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Targeted Properties and Performance 
The mechanical properties of the Adurol coil with t = 2.0 mm manufactured within the 
expected conditions are shown in Summary Chart 5. The sectional properties and 
manufacturing conditions (temperature after exiting finishing rolling and temperature during 
coil winding) along the full length (about 600 meters) of the coil can be seen in Summary 
Chart 6.  

 
Summary Chart 4: Fine Grain and Structure Produced  

 
Summary Chart 5: Mechanical Properties of Prototype Steel Sheet  
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Looking at the relationship between tensile strength (TS) and elongation (EL), TS was 1200 
MPa for the off-gauge sections (usually not used in production) at the front and end of the coil. 
Excluding the off gauge sections, the prototype demonstrated an even better balance of TS-EL, 
at about 980-1150 MPa, than steel sheet currently being used for automobile bodies. In 
addition, the stability of this property was confirmed. Chart 6 shows how the manufacturing 
and property conditions were met, but it also confirms that the property of a stable balance of 
TS-EL was achieved even for the sections where the coil winding temperature (CT) differed 
substantially from targeted values. Furthermore, excluding the off -gauge sections, the product 
(TS x EL) was 20000 or greater, which is far higher than the product of current blast furnace 
590-DP or 980-DP products. Looking at the Japan Iron and Steel Federation Standard for hot 
rolled steel sheet and strips for automobile use, the minimum standard for 980 MPa materials 
is TS >=980 MPa, EL >= 12%, and YP >= 650 MPa. Comparing these values with the prototype, 
clearly, the prototype easily meets these requirements.  
 

 
Summary Chart6：Hot Rolling Temperature Performance and Mechanical Properties 
 
With tensile strength in the 980 MPa class and a (TS x EL) product >= 20000, the prototype 
structure and the manufacturing process materials reach a standard not yet attained in steel 
sheet for automobiles globally.  
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Important Properties for Automobile Body Steel Sheet 
One important factor for high-tensile strength steel sheet for automobiles or an important 
quality property for automobile bodies is spot weldability. As tensile strength increases, spot 
weldability declines. However, what is essential to the stable crash performance of automobile 
bodies is that the spot welded joints have stable toughness. And in most cases it is desirable to 
have button-like fractures as the fracture configurations in the weld. One of the other aspects 
of the development of high-tensile steel is the optimization of spot weldability performance. 
For the prototype, we optimized the spot weld conditions and determined that there were 
button fracture configurations by doing spot weld tests on t = 2.0 coil. Under the welding 
conditions during the tests, the tack time was about 0.7 seconds, falling within the range used 
in current mass production of automobile bodies.  
 
Other Properties of Automobile Body Steel Sheet 
We carried out assessments of the properties of automobile body steel sheet for each use of 
the steel sheet at the time of application, with the results being shown in Summary Table 2. In 
particular, there were no properties of the prototype that suffered in comparison with current 
blast furnace steel products.  
 

Summary Table 2: Evaluation Table of Properties for Different Uses 

 
  

Rating Remarks
Target  of Metallographic Structure
 （bainite , M-A Constituent) ○ The target  of  Metallographic Structure is obtained

Grain refining (initial austenite grain ：10μm) ○ The target of  initial austenite grain is obtained

TS ○
Equivalent or more than Present blast furnace 980MPa
material

EL ○ 　　　　　↑
　　　　　↑

(Equivalent or more than Present blast furnace
590MPa material)

Hole Expansion Formabi lity ○ Equivalent or  Present blast furnace 980MPa material

Erichsen Value  ○ 　　　　　↑

Press Formability (Limiting Drawing Ratio ) ○ 　　　　　↑
FLD ○ 　　　　　↑

TSS ○ JIS is satisfied.
cross tension test （ fracture mode ) ○ Stabili ty fracture mode

Drop Weight Impact Properties

(Crush Characteristics of  Static Axial Buckling) 
SST( Salt Spray Testing ） ○ Weight Losses , no problem.

CCT(Cyclic Corrosion Test) ○ Cross cut  , no problem.
SDT(Salt Dip Test) ○ 　　　　　↑

Evaluation Detai ls

Metallographic
structure

Segregation △

Segregation  are observed in the central  part of board
thickness.
By adjustment of manufacturing conditions, the
improvement is possible.

the Mechanical
Properties

TS×EL ○

Formability

Weldabil ity
(spot weldabil ity )

Drop Weight Impact Properties
 of  hat material

In the Static Axial Buckl ing test confirmed the
improvement of  the fracture junction.

Corrosion resistances 

(○)
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Resource Properties and Recycling for the Automobile Industry 
In this study, the materials used were 100% steel scrap, but consisted of domestic scrap and 
new scrap waste in a 50:50 proportion. The reason for using new scrap waste was to maximize 
the compositional quality because of the limited opportunities for prototype production. 
However, we will give due consideration to resource availability and circulation when the 
Company begins commercial production for the automobile market. Summary Chart 7 shows 
the presumed flow of scrap produced by the automobile industry and scrap market-sourced 
scrap in commercial production.  
Each manufactured car uses approximately 700 kilograms of steel sheet for automobile bodies. 
The material yield of press molding is 65-70%, with the remainder being new scrap waste. If 
we think of it as resource recycling where electric arc furnace steel companies buy the new 
scrap waste, recycle it into steel sheet for automobile use, and supply it to automobile 
companies, in simple terms the scrap flow is equivalent to the supply volume potential for 
automobile bodies. If the automobile companies and electric arc furnace steel companies 
managed this flow of scrap and products directly between themselves, it would result in the 
recycling of resources and products that would be relatively unaffected by price fluctuations in 
the steel scrap market.  
 

 
Summary Chart 7： Availability of Suitable Grades of Scrap and Competitive Advantage  
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As previously mentioned, our company can manufacture steel sheet using just waste steel 
scrap without basing it on new scrap waste. However, basing the system on the direct flow of 
scrap produced by automobile companies to electric arc furnace steel makers provides a 
further benefit in terms of a stable source of steel. While as we have seen, sourcing steel does 
not pose a problem, it is clear that expanding the range of usable steel available and having an 
adequate number of partners in the recycling process is an important issue for electric arc 
furnace steel manufacturers. Moreover, when considering the production of high tensile steel 
sheet for automobile bodies, electric arc furnace steel makers are in a position to make use of 
the valuable alloy elements (Cr, Ni, Mo, Cu, and others) in automobile scrap.  
 
Tokyo Steel has been able to manufacture 440 MPa steel materials using market purchased 
scrap with average alloy composition with very little ingredient adjustment. Since the demand 
for higher tensile steel sheets by automakers is based on 440MPa, the Company could be said 
to be in an advantageous position regarding resources. In the current study, we used 50% 
domestic heavy scrap, but from our past record, we know that if we certify the scrap dealers 
we use, and regularly conduct inspections of scrap received based on delivery standards, we 
can achieve a supply of stable quality scrap. In addition, many types of scrap from automobiles 
contain characteristic amounts of alloy elements. In this prototype, we made use of the Cr, Mo, 
and other elements in the scrap. More efficient application of such elements requires further 
study. 
 
In Conclusion 
Through this trial production, we either confirmed or verified the following.  
• While segregation occurred during continuous casting, we were able to manufacture steel 
sheet in the 980 MPa and 590 MPa classes that achieved equivalent or better TS-EL balance 
using volume production facilities. 
• We found that steel properties were consistent along the entire length of the coil and 
manufacturability was also present . 
• The prototype had the basic quality properties for spot weldability, an important factor in 
practical use.  
In comparing  properties for different uses, we did not find any problematic properties in 
comparison with current blast furnace products.  
 
These results suggest that the present prototype material can serve as a base for the practical 
development of steel sheet for automobile bodies. We expect that the previously mentioned 
segregation can be adequately resolved during volume production trials and its resolution will 
further improve the properties. In the study, we used 100% scrap as our steel resource with a 
quality mix of domestic heavy scrap and new scrap waste in the proportion of 50:50. While 
Tokyo Steel does not need to premise this process on the use of new scrap waste, it is thought 
that the use of new scrap waste will lead to more stable source of steel if Tokyo Steel directly 
utilizes the scrap generated by the automobile company.  
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Issues to be Resolved Starting in the Next Fiscal Year 
Full-scale use of 590-DP steel for automobile steel sheets began around 2000. Since then, the 
proportion of higher tensile steels, such as 780-DP steel and 980-DP, has been increasing. In 
2013, it is expected that commercial production of cold press 1.2GPa as steel sheet will get 
under way. The present prototype material will be able to meet the trend to higher tensile 
steel for automobile bodies and serve as a base for its practical application. The following are 
the issues to be addressed in the future: 
 
Issues Regarding Material Functions 

1) Based on the specifications of the prototype materials, we will aim to optimize the 
material functions and alloy content and cost. (For example, further effective use of Cr 
and considering a lower cost substitute element to achieve the function of the 
expensive Mo.  

2) Achieve thinner hot rolled coil 
 It is necessary to achieve a thinner sheet in response to the trend toward a higher 
tensile steel for car bodies. We manufactured prototype coil with a sheet thickness of t 
= 2.0 mm, but it will be necessary to develop volume production technology to handle t 
= 1.4 mm or less than class steel sheet. 

3) Develop and improve strength through TS-EL balance 
• Improvement of the (TS x EL) product to expanding the range of applicable products.  

4) Galvanization of steel sheet (meet anti-rust sheet specifications) 
The electric arc furnace steel sheet mentioned above must be galvanized and corrosion 
resistant.    

 
  Issues Regarding Scrap and Alloy Elements in Scrap 

5) Issues for optimizing the quality of steel resources and productivity 
While the Company does not premise its process on the use of new scrap waste as a 
steel resource, the direct flow of scrap generated by the automobile company will 
contribute to greater stability in raw material procurement and the Company can 
expect to make use of the characteristic alloys in automobile scrap.  
• Scrap from automobiles has large steel with characteristic alloy element compositions. 
We will consider further improving cost competitiveness based on the scrap mix. 
• We also will consider the use of 100% ELV scrap in terms of reduction of steel 
material costs and stable sourcing of raw material. In addition, we will look at 
corresponding production issues.  

 
 Tackling Technology Issues in Developing a Practical Manufacturing System and 
Future Plans (Draft) 
In the first stage, we will beginning examining the above issues 1) and 2) together starting in 
the new fiscal year. Our goal is to achieve a practical system for producing steel sheet for 
automobile by 2020. 
  In the second stage, having reviewed progress achieved in the first stage, we will move on to 
consideration of issues 3) and 4). 
Since this will mean joint discussions with automobile companies and their affiliate 
component manufacturers, we plan to proceed by collaborating with automobile companies 
during the previously mentioned first and second stages.  
Dealing with the above issues 4) and 5) is expected to require capital investment.  
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 序論 1.

現在，鉄については，鉄鋼生産時や工場等で発生する加工スクラップ，自動車などの使用済製

品から回収されるスクラップが再び鉄鋼生産へと循環している． 

 
図  1.1 日本の鉄鋼循環図 (2009 年度 )  

 
図  1.1 に示す 2009 年度の日本の鉄循環を見ると，鉄鉱石(天然資源)を 1.4億トン輸入→高炉

で銑鉄に→自動車用鋼板，スクラップ(リサイクル鉄源)を 4千万トン循環→電気炉でリサイクル

→建築土木であり，都市鉱山といわれる老廃スクラップのうち約 900万トンは輸出されており，

国内にある資源を有効活用できていない状況がある．今後，建築・土木や公共事業が縮小してい

けばスクラップは国内で余剰となる．貴重な資源である老廃スクラップを資源として国内で活用

していくためには，電気炉鋼板を自動車用鋼板として使用していくことが必要と考えられる． 
 
欧州では，2050 年に温室効果ガ

スの排出を-80～-90%という指針

を掲げている．(図  1.2) これを実現

するための課題の一つとして，リサ

イクルの促進が挙げられている．全

体の総量としての議論は多々ある

が，単純に製造に関して発生する二

酸化炭素(CO2)の排出量は，鉄鉱石

から鉄鋼を製造する場合に比べ電

気炉でスクラップを溶解して製造

するほうが少ない．従って，電気炉

鋼材の製造比率を更に拡大してい

くことは CO2 削減に有効であると

考えられる． 
 

図  1.2 欧州指針 循環型社会の準備のために 
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自動車技術協会「自動車メーカの視点からみた資源循環と車体ものつくり」で，小型車の車体

材料構成比をベースに自動車用電気炉鋼板の適用時の CO2削減は，590MPa 級以下の熱延材を

電気炉鋼に置換できるとした場合に 307万トン  CO2/年，590MPa級以下の冷延と熱延材双方を

置換した場合▲572万トン，それぞれ鉄鋼産業全体のCO2排出量 1億 4300万トン  CO2の 2.09%，

4.00%に相当すると試算されている．日本の場合も循環型社会を構築していくために，20%台の

電気炉製鋼比率を高めていくことは有効であり，そのためには電気炉鋼材を使用する新たな分野

として自動車用に適用可能な鋼板を製造することを，現時点から準備していくことが必要である

と考えられる． 
 
本業務を実施することで，自動車用の電気炉鋼板を試作してその品質を確認し，老廃スクラッ

プと電気炉を組み合わせた自動車用鋼板の新たなフロー(図  1.3)の可能性を示唆することができ

るものと考えている． 

 
図  1.3 本業務の目標とするフロー  
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 自動車用鋼板の動向と本試作の目標 2.

自動車用鋼板の内板骨格構造は，590MPa から 780MPa，980MPa，1500MPa(ダイクエンチ)
強度クラスへと超高強度化へシフトしている．(図  2.1) 当然，これから電気炉で製造していく自

動車用鋼板も高張力材を目指す必要がある． 
 

 
図  2.1 車体用鋼板の動向  

 
そこで，試作する電気炉鋼板の品質特性の目標値を，自動車の車体で使用されている構造用

鋼板と同等とすることとして，次の通り設定した．(図 2.2) 
鋼板の厚み：2mm 
張力特性：引張強さ(TS)590MPa 以上．TS と全伸び(EL)の積 16000 以上． 

(現在自動車の車体で使用されている構造用鋼板と同等以上．) 

 
図  2.2 自動車用鋼板の目標値  
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 試作工程の役割分担 3.

本業務は，環境省「平成 24年度鉄スクラップの高度利用化調査業務」として，鉄スクラップ

を主原料に自動車用鋼板を試作し，製鋼-圧延した酸洗鋼板製品の品質を検証することで，鉄ス

クラップの利用用途拡大を目指したものである． 
自動車用鋼板の試作製造は図  3.1 に示すように，東京製鐵㈱  岡山工場（以後，岡山工場）の

電気炉工場で半製品鋼片（スラブ：SL）を鋳造して，この SL を東京製鐵㈱  田原工場（以後，

田原工場）の圧延設備で熱延鋼板とし、熱延鋼板を岡山工場のレベラー（LV）で切板カットシ

ートするという工程で行った． 
 
 

 
図  3.1 試作製造体制  

 
 
実機で試作した自動車用鋼板について，熱延鋼板および酸洗した熱延鋼板(以後，酸洗鋼板)の

品質確認と，品質検証試験のための試験を行った．また，溶製成分・圧延条件の最適化のため，

ラボにて試作・評価する確認試験を並行して実施した． 
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 鋼板の試作 4.

 製造工程 4.1

本試作の自動車用電気炉鋼板は，鉄スクラップを主原料として，以下の工程で製造した． 
 

(1) 鋼材の試作(製鋼)：岡山工場 
鉄スクラップ原料を配合し，電気炉に投入する．電気炉では，電気エネルギーと酸素

吹きつけによりスクラップを溶解する．溶解後の鉄を取鍋で受け，炉外製錬にて化学

成分を調整し，連続鋳造設備にてスラブに鋳造する． 
 
(2) 鋼材の試作(圧延)：田原工場 

スラブを保熱炉にて再加熱し，表面に付着しているスケールをデスケーリングする．

その後，粗圧延，中間炉にて温度均一化させてから仕上圧延する，圧延後は急速冷却

装置にて温度制御して鋼板を巻き取る． 
鋼板の厚みは自動車の車体で使用される薄鋼板と同等のものとする．  
 

(3) 鋼材の試作(レベラー加工)：岡山工場 
圧延コイルをレベラーラインにて，形状修正後に所定長さに切断してシートにする． 
 
 

図  4.1 に，製造工程図を示す． 
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図  4.1 製造工程図  
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各設備は以下に記す特徴を有している． 
 

(1)原料管理 
使用するスクラップは，受入時に鉄スクラップ検収規格表に基づき検収員が品質検査し

た物を使用する．受入後のスクラップは銘柄ごとに置場管理をしている． 
 

(2)電気炉 (図  4.2) 
・直流方式 150 トン電気炉：導体配置の最適化によるスクラップ均一溶解 

電磁力を利用して効果的にスクラップ均一溶解できる炉底電極配置・形状とする． 

 

・偏心炉底出鋼(EBT)：介在物の低減 
出鋼時に炉下より溶鋼だけ炉外へ出鋼する事で，介在物等の混入を最小限に抑えるとと

もに，硫黄などを低減することで，清浄な溶鋼を製造する． 

 
 

図  4.2 電気炉および偏心炉底出鋼  
 

(3)炉外精錬炉 
・  化学成分の微調整と撹拌による化学成分の均一化． 
・  温度管理による連続鋳造鋼片の品質安定． 
 

(4)連続鋳造 
・大気との完全断気による再酸化物の低減． 
・介在物の浮上分離による内部品質の向上． 
 

(5)熱間圧延設備 
・超高圧水デスケーリングによる表面品質の改善． 

粗圧延機入側出側・仕上圧延機入り側に設置し，表面性状の改善とスケールキズを防止． 
 
・中間炉による特性の安定化． 

粗圧延後に鋼材を中間炉に入れる事で温度を均一化させ，鋼材の圧延方向，幅方向の特

性バラつきを安定化させる． 
 

  

溶製 
スラグ 
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・仕上圧延による微細組織の形成 

各ミルの圧下率制御とミル間冷却により微細γ粒を形成する．そして，微細γ粒からの

変態を制御する． 
ワークロールシフト(図 4.3)と強力ワークロールベンダーにより形状を制御する． 

 
図  4.3 ワークロールシフト  

 
・レベラーライン 

製品サイズ毎に最適な条件による矯正を行い，形状修正する． 
 

 目標成分 4.2

表  4.1 を溶製の目標成分とした． 
 

表  4.1 溶製化学成分  

 
 

 製鋼・圧延条件 4.3

本試作にあたり，事前に関係部門と実現可能性を協議して，ラボ実験を行い，製鋼圧延条件を

決定した． 
本試作材は特徴のある製造条件であるため，製造にいたるまでの条件検討やラボ実験による製

造条件の最適化が重要であった． 
 

 製鋼条件 4.3.1

(1)検討した製鋼操業条件 
・電気炉設備(ＥＦ) 

スクラップ配合，合金投入時間，操業時間，出鋼温度 
  

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo Sn Al O N

0.19
(0.18以上～
  0.20未満)

1.00
以上

0.4 0.015 0.003 0.3 0.1
1.00
以上

0.3 0.015 0.03
20

(30)
40

(70)

ガスの()内は、目標値。
※ x.xx 内は，狙いとする成分値を示し，それ以外の項目は通常の製造範囲で可とした。

mass% ppm
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・炉外精錬設備(LF) 

合金投入時間，合金による発熱，操業時間，非金属介在物量 
 

(2) 検討した連鋳操業条件 
パウダー種類，スプレー冷却，想定する表面欠陥，スケール性状，外観検査方法 

 
 

 製鋼条件の検討実験 4.3.2

ラボ溶製で表 4.2 に示す材料を溶製し，製鋼・圧延の条件検討を行った． 
 

表  4.2 ラボ溶製の化学成分  

 
 

(1)高温強度と高温絞り 
連続鋳造工程のスプレーパターンを検討する目的で，高温引張試験を実施した． 
加工ひずみ速度 0.001(1/s)で行った引張試験結果を，図 4.4 に示す． 
脆化域は，800～825℃間にあり，γ-α変態と重なっていると考えられる．また，復熱パター

ン(特定温度にて復熱させる)の 800℃引張で，絞りの改善は認められなかった．なお，1400℃近

辺，包晶液化域の絞り低下は，試験片溶融して試験が出来なかった． 

 
図  4.4 高温引張試験結果  

  

C Si Mn Cu Ni Cr Mo
狙い 0.19 1.0 0.4 0.3 0.1 1.0 0.3

溶製結果 0.191 0.89 0.48 0.31 0.10 1.01 0.30

P S V Nb Ti Al Sn
溶製結果 0.0167 0.0021 0.0005 0.0035 0.0024 0.0107 0.0210

Pb B Ca O N
溶製結果 0.0005 0.00011 0.00075 17.7 33.5

mass%　　O,Nのみppm

 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

100 

500 700 900 1100 1300

絞
り

%

温度 ℃

単純絞り

復熱絞り
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(2)計算状態図 

計算状態図を用い，包晶温度と析出相を確認した．包晶域拡大の図を，図 4.5 に示す． 
包晶点は C0.20～0.21%となり，その液相線・包晶点温度はそれぞれ約 1510・1450℃前後で

あった．  
 
 

 
図  4.5 計算状態図  

 
 

 圧延条件 4.3.3

(1) 変態点  
製鋼ラボ実験で用いた同一の溶製片で，変態点の測定を行った．A3変態点の測定結果を，表 

4.3 と図  4.6 に示す．Ac3 は 895℃，Ar3 は冷却速度 0.5℃/secで 728℃であった． 
また，これとは別に，C0.18%の溶製材料を用いて加工フォーマスタによる圧縮試験を行い，

結晶粒の細粒化に適している温度を確認した． 
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S
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9
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4
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4
4
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液相
包晶線
包晶点：

Si= 0. 3%
液相
包晶線
包晶点：
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表  4.3 A3 変態点測定結果  

 
 

 
図  4.6 膨張チャート  

 
(2) 連続冷却曲線(CCT) 

母材基礎データとして，連続冷却曲線を作成した．結果の連続冷却曲線を図  4.7 に，硬度を

図  4.8 に，組織を図 4.9～図  4.11 に示す． 
連続冷却曲線及び硬度から，冷却速度 10～70℃ /sまで硬さが安定しており，実圧延で圧延後

冷却速度が多少ぶれても安定する．組織的にはベイナイト生成近傍からフェライト生成するまで，

CT420～600 の範囲は HV400～430 程度で大きく変動しないといえる．なお，歪み加工が入る

と，ベイナイトの急冷側はもう少し短時間・高温側にずれるのと想定される． 
 
 
  

 

0.5 ℃/s

600 s

1200 ℃

0.5 ℃/s

１次冷却速度

均熱時間

加熱温度

加熱速度

1回目 2回目 平均
Ac1 開始 766 754 760
Ac3 終了 883 907 895

Ar3 開始 726 730 728
Mf 終了 324 325 325
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図  4.7 連続冷却曲線  

 

 
図  4.8 連続冷却曲線硬度  

  

 

y = -44.4ln(x) + 591.2 5
R² =  0.943 1
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500 
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冷却時 間（se c）

CCT 硬さグ ラフ
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P-34 

 

 
図  4.9 連続冷却曲線組織 (1)   



 

P-35 

 
図  4.10 連続冷却曲線組織 (2)   
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図  4.11 連続冷却曲線組織 (3)   

 
 
(3) ダウンコイラー巻取時の強度確認試験 

ダウンコイラー巻取のマンドレル電流設定(曲げ応力とテンションに振り分け)のパラメータ

である強度を事前に確認するため，500℃前後の高温引張試験を実施した．試験方法は，JIS G 
0567 の高温引張試験条件に準じた． 
表  4.4 および図  4.12 より，応力は 800MPa 前後になると推定される．なお，本試験材は鍛

造のままの引張試験片であり，実際の圧延材とは炭化物の生成状態などが異なると考えられるが

参考強度には成ると考えた． 
 

表  4.4 高温引張試験結果  

 
 

  

 
加

熱
温

度
：
1
20

0
℃

×
1
0m

in
 k

e
e
p

0
.2

 ℃
/s

冷
却

速
度

：
0.

2℃
/s

ec
HV

2：
21

7
12

00
℃

～
10

0℃
の

冷
却

時
間

：
54

86
se

c

温度 応力 荷重
℃ MPa NK

0 901 .9 45.3
300 995 .6 50.0
400 955 .2 48.0
500 682 .3 34.3
600 468 .8 23.6

700 583 .0 29.3 ※3
800 75 .3 3.8 ※3
900 51 .6 2.6 ※3

※3、CCM高温引張(1200℃→降温試験)のデータ 。(参考値)

※室温(0℃)サンプルは、中心介在物で破断。
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図  4.12 温度 -強度図  

 
(4) 熱間圧延時の荷重の検討 

現行圧延機にて圧延が可能かどうかを，高温圧縮試験にて検討した．高温での変形抵抗測定結

果を，表 4.5 に示す． 
粗圧延(RT)の変形抵抗は 100MPa，仕上圧延(FT)の変形抵抗は 180MPaになり，仕上圧延(FT)

の変形抵抗は，現在生産している最も強度の低い SPHC の約 1.2 倍程度になると推定した． 
 

 
表  4.5 変形抵抗  

 
 
 

(5) 実機圧延計画 
(1)～(4)の結果をふまえて，実機能力も考慮した最終的な圧延条件を決定した． 
 

  

0 

200 

400 

600 

800 

1000 

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

応
力

M
Pa

 

引張試験温度 ℃

応力

応力 変形抵抗 応力 変形抵抗
[MPa] [MPa] [MPa] [MPa]

RT 1100 111.9 99.4 106.9 95.0
920 217.7 171.7 264.7 192.0
890 233.9 179.2 220.4 165.0
860 238.3 178.6 222.5 167.8

※　SAPH440　実績　変形抵抗：60～80MPa　
   (圧延実績からの計算推定値)

圧延温度℃

FDT
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 鋼板の試作結果 4.4

 概要 4.4.1

製鋼は，スクラップを表  4.6 に示す配合で，158ton を溶製した．国内ヘビーは主に建築材料

由来、新断は主に自動車由来で、スクラップ比率は 100%である．スクラップの成分を、表  4.7
に示す。溶製した鋼は，連続鋳造(CCM)で，1245×210mm のスラブ  11 本(153ton)を鋳込んだ．

(図  4.13) 
 

表  4.6 溶解実績  

 
 

表  4.7 鉄スクラップの成分値  

 
 

 
図  4.13 連続鋳造中の写真 (鋼片の切断作業 )   

当鋼番の装入量 前鋼番の残り湯
スクラップ 国内ヘビー 46.55 35.31

投入量 新断 43.35 32.88
(ton) 合計 89.9 68.19

製鋼生産量 158.09

Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｕ Ｎｉ Ｃｒ
0.053 0.00 0.12 0.015 0.026 0.15 0.06 0.10

Ｍｏ Ｖ Ｎｂ Ｓｎ Ｐｂ Ｂ Ｃａ Ｔｉ
0.01 0.001 0.000 0.012 0.002 0.0000 0.0001 0.000

%
Al

0.176

%
時期

%
時期

スクラップ

スクラップ

時期

スクラップ
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スラブは，表面のスケールを溶削し，鋼片の割れを検査(スカーフィング：図  4.14)するなど

の処置を行い，最終的には，表  4.8 に示すとおり，型決め・鋳込調整用 3本とエンド材 1本を

除く，7 本を圧延用とし，圧延の圧延荷重を低減するため 940mm 幅に切断した． 
圧延用のうち 3 本 (N5-8626-55~57)を圧延し， 3 コイル (A2B18013S，A2B18219S，

A2B18020S)を製造した．それぞれ質量は，7150kg，8630kg，9440kg であった． 
 

 
図  4.14 スカーフィング  

 
表  4.8 鋳造実績  

 
 

製造したコイルのうち，A2B18020S をレベラー通板して(図  4.15)，表  4.9 のとおり 914×
1829mm のカットシートを 326 枚(8015kg)製造した． 
この中からサンプルを切り出し，酸洗して，品質検証に供した． 

  

CHNo. スラブサイズ 質量（kg） 備考 備考

N5-8626-51 1245×210 12,822 型決め用

N5-8626-52 1245×210 12,822 圧延用

N5-8626-53 1245×210 12,824 鋳込み条件調整用

N5-8626-54 1245×210 12,826 鋳込み条件調整用

N5-8626-55 1245×210 12,820 圧延用 田原2.3mm圧延

N5-8626-56 1245×210 12,822 圧延用 田原2.0mm圧延

N5-8626-57 1245×210 12,824 圧延用 田原3.2mm圧延

N5-8626-58 1245×210 12,782 圧延用 田原送り：圧延予備

N5-8626-59 1245×210 12,658 圧延用

N5-8626-60 1245×210 20,496 圧延用

N5-8626-61 1245×210 17,903 エンド材

153,599総質量（kg）
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表  4.9 レベラー実績  

 

 
図  4.15 レベラー加工写真  

 

 製鋼 4.4.2

(1)操業  
電気炉～LF は通常操業と大きく変わらなかったが，CCM は初めての製造であるためパウダ

ー・冷却条件等を鋳造中に変えて，最適条件を確認した． 
 
(2)外観検査，品質確認 

鋳込んだスラブは，冷却した後，外観検査を行い，品質の確認を行った． 
表  4.10 に，製鋼鋳込みおよび，製造スラブの成分値を示す．スラブのサンプリング位置は，

図  4.16 のとおりである．鋳込み成分は，狙い通りの値とすることができた．また，スラブでの

成分変動は，鋳込み中の窒素(N)ピックアップもなく，鋳込みが安定していたことが判る． 
  

記号 枚数 質量kg
A 54 1,118
① 11 279
B 56 1,422
② 10 254
C 36 914
③ 10 254
D 83 2,108
④ 10 254
E 48 1,219
⑤ 6 152

F：ｴﾝﾄﾞ 2 39
計 326 8,015
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また，REMについて分析した結果を表  4.11 に示す．分析結果から，REMはスクラップ中に

検出できるほどの濃化を生じていない． 
 
 

表  4.10 製鋼成分分析結果  

 
※2  計算式は，下記を使用した． 

  CeqW=C+Si/24+Mn/6+Ni/40+Cr/5+Mo/4+V/14 
  Pcm=C+Si/30+Mn/20+Cu/20+Ni/60+Cr/20+Mo/15+V/10+5B 

 
 
  

Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｕ Ｎｉ Ｃｒ
0.19

(0.18以上～0.20
未満)

1.00
以上

0.40 0.015 0.003 0.30 0.10
1.00
以上

製鋼 ＬＦ最終 0.182 1.108 0.53 0.029 0.005 0.16 0.11 1.01
8626-60A 0.184 1.106 0.51 0.028 0.005 0.15 0.10 1.01
8626-60B 0.181 1.074 0.52 0.029 0.005 0.15 0.10 1.01

Ｍｏ Ｖ Ｎｂ Ｓｎ Ｐｂ Ｂ Ｃａ Ｔｉ
0.3 0.015

製鋼 ＬＦ最終 0.30 0.017 0.007 0.018 0.010 0.0016 0.0020 0.008
8626-60A 0.30 0.017 0.007 0.017 0.001 0.0016 0.0009 0.008
8626-60B 0.30 0.017 0.006 0.017 0.000 0.0016 0.0010 0.008

%
Al Ｏ Ｎ Ceqw Pcm

0.030  20(30)  40(70)
製鋼 ＬＦ最終 0.023 36 78 0.597 0.335

8626-60A 0.022 10 78 0.596 0.336
8626-60B 0.022 21 76 0.593 0.332

　※1 x.xx 内は，狙いとする成分値を示し，それ以外の項目は通常の製造範囲で可とした。

% 　　※2ppm
時期

目標値

時期

%
時期

目標値
※1

目標値

スラブ

スラブ

%

スラブ
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図  4.16 スラブ成分値用サンプリング位置 (N5-8626-60)  

 
 

表  4.11 REM 分析結果  

 
ICP 発光分光分析法：Sc，Y 
ICP 質量分析法：La，Ce，Pr，Nd，Sm，Eu，Gd，Tb，Dy，Ho，Er，Tm， 

Yb，Lu 
 

 圧延 4.4.3

製鋼したスラブを圧延し，ホットコイルを製造した． 
表  4.12，表  4.13 に，圧延データを示す．また，図 4.17 に温度履歴を示す． 
圧延は，設定確認のため，スタートを 3.2mm 厚として，その後 2.3mm で再確認し，本番の

2mm を製造した．いずれのコイルも狙いより低めの圧延温度であるが、想定の温度範囲内であ

った．  
 
倉庫では，巻取後のコイルの復熱や冷却中に生じる変態潜熱の影響による緩やかな冷却となっ

ており，本試作材での組織創製に重要な役割を果たしていると推定している．すなわち，本試作

の重要な点は，連続焼鈍の工程では実現不可能な長時間の徐冷工程を熱間圧延は有しており，こ

の巻取後の徐冷があるから，本試作の狙いとする組織が創製できたと考えている． 
 

  

21
0m

m

1245mm

AB

END

TOP

割れ部分の為切断

[mass%]
Sc Y La Ce Pr Nd Sm Eu

<0.001 <0.001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001

Gd Tb Dy Ho Er Tm Yb Lu
<0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001
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表  4.12 粗圧延  

 
 

表  4.13 仕上げ圧延  

 
  

コイルNo. A2B18020 A2B18019 A2B18013
＜スラブデータ＞ 東鉄規格コード 9MH0000100 9MH0000100 9MH0000100

スラブNo. N586265600 N586265500 N586265700
厚[mm] 210 210 210
幅[mm] 940 940 940
長[mm] 6.20 6.20 6.20
重量[kg] 9647 9647 9647

H/C C C C

コイルNo. A2B18020 A2B18019 A2B18013
＜コイル目標データ＞ 板厚[mm] 2.00 2.30 3.20

板幅[mm] 950 950 950
板長[m] 660.4 571.6 412.4

クラウン[μm] 30 40 40
＜コイル実績データ＞ 熱延質量　kg 9,440 8,630 7,150

SKP質量　kg 8,760 8,120 6,710
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※MT4：ロット中の実測温度 

図  4.17 ROT（ランアウトテーブル）温度履歴  
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※設定が大きく低温側に外れたため測定開始時から温度が低く，30 分で測定を中止した．  

図  4.18 コイル温度 (A2B18013S)  
 

  
※A等温状態 30 分を確認後に測定を中止した．  
図  4.19 コイル温度 (A2B18019S)   
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※A点は WS 側，DS 側測定可能な箇所を測定しており，2 箇所の場合は，平均値をグラフ化した．  

図  4.20 コイル温度 (A2B18020S)  
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 熱延鋼板の品質 5.

実機製造した自動車用鋼板の熱延鋼板について，製造条件とその結果特性の概要をつかむため，

スキンパス（SKP）でサンプルを採取して調査を行った． 
 
 

 熱延鋼板の品質確認方法 5.1

5.1.1 項に示す熱延鋼板および，次章に記す酸洗鋼板から採取したサンプルを用いて，5.1.2～
5.1.8 の品質確認項目の分析および測定を実施した． 

 
 

 熱延鋼板のサンプル採取 5.1.1

スキンパス（SKP）の先端および尾端(オフゲージでない位置)から，全幅×600mm を 4枚サ

ンプリングし，各試験片の切り出しを行う．表  5.1に，採取位置と各コイルの試験項目を示す．

図  5.1 に先端および尾端の採取位置を，A2B18020 を例として示す．図  5.2 は，試験片の切り

出しを示した． 
 

表  5.1 スキンパス（SKP）サンプル採取位置  

 
 

 
図  5.1  スキンパス（SKP）サンプル採取方法  

 
 
 
  

先端 尾端 先端 尾端 先端 尾端

尾端10m 先端11m 尾端10m 先端10m 尾端17m 先端10m
サンプリング

位置（SKP）

枚数

A2B18013 A2B18019 A2B18020

全幅×600L 各4枚（予備含む)

10ｍ 17ｍ

SKP先端 SKP尾端

サンプリングA2B18020
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図  5.2 スキンパス（SKP）サンプルの試験片切り出し  
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 製品の化学成分分析 5.1.2

成分・ガス分析を実施した． 
 
試験片：50×30mm 
サンプル：幅 1/4 部 
測定項目：C，Si，Mn，P，S，Cu，Ni，Cr，Mo，V，Nb，Sn，Pb，B， 

Ca，Al，Ti，O，N 
 

 機械的性質 5.1.3

引張試験を行い，機械的性質を確認した． 
 
試験方法：JIS Z 2241 に準ずる． 
試験片：切り出した 400×30mm を，図 5.3 に示す 5 号試験片に加工する． 
 

 
図  5.3 引張試験片  

 

 表面特性 5.1.4

表面粗さおよびスケール等の表面状態を確認した． 
 

・粗さ測定 
試験法：JIS B0633 に準ずる． 
試験片：50×30mm 
 

 曲げ性 5.1.5

曲げ試験を実施した． 
 
試験方法：JIS Z 2248 に準ずる． 
試験片：200×30mm 
 

  

25

R=25

60

L

30

65
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(a)90°曲げ                  (b) 180°曲げ                    (c)密着曲げ  

図  5.4 曲げ試験方法  
 

 組織および介在物 5.1.6

顕微鏡および SEM で，組織と介在物を観察した． 
 

 硬さ 5.1.7

ビッカース硬さを測定した． 
 
試験方法：JIS Z 2244 に準ずる． 
 
 

 熱延鋼板の品質確認結果 5.2

スキンパス（SKP）採取の熱延鋼板の品質確認結果を示す． 
本節のサンプル名は，コイル No.と採取位置で表す． 
 
例：  A2B18013 のスキンパス（SKP）尾端 10m のサンプルは，｢A2B18013_T｣ 

A2B18013 のスキンパス（SKP）先端 11m のサンプルは，「A2B18013_H」 
 

 製品の化学成分分析 5.2.1

表  5.2 に，スキンパス（SKP）尾端幅 1/4 部よりサンプリングした各コイルのチェック分析

結果を示す． 
全コイルで分析値のばらつきは小さく，溶製鋳込み全体で安定した品質を確保できていると判

定した． 
 

  

2r

2r
+2

t

2r

ｒ

押金具

支え
t
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表  5.2 スキンパス（SKP）成分値  

 
 
 

 機械的性質 5.2.2

表  5.3 および図  5.5 に，各コイルのスキンパス（SKP）先端および尾端よりサンプリングし

た試験片で引張試験を実施した結果を示す． 
 
なお，この試験サンプルはコイルの先尾端であり，圧延温度設定は狙い通りではない位置であ

るが，広い温度範囲でどのような特性を得ることができているかを確認するために試験を実施し

た．  
結果として，温度は狙いを外れているため，コイル毎の強度は 1100～1600MPa と大きく異な

る．しかし，同一コイル内では，長手方向の先尾端のオフゲージ相当部を除くと非常に安定した

強度特性を得られている．また，同一コイルの幅方向についても両エッジを除くと，強度バラツ

キは少なく非常に安定している． 
 
 

  

Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｕ Ｎｉ Ｃｒ
0.19

(0.18以上～
0.20未満)

1.00
以上

0.40 0.015 0.003 0.30 0.10
1.00
以上

A2B18013 0.185 1.089 0.45 0.025 0.005 0.15 0.06 0.98
A2B18019 0.196 1.091 0.45 0.025 0.005 0.15 0.06 0.97
A2B18020 0.193 1.091 0.45 0.025 0.005 0.14 0.06 0.98

Ｍｏ Ｖ Ｎｂ Ｓｎ Ｐｂ Ｂ Ｃａ Ｔｉ
0.3 0.015

A2B18013 0.33 0.011 0.004 0.013 0.001 0.0013 0.0011 0.007
A2B18019 0.33 0.011 0.004 0.013 0.001 0.0020 0.0012 0.007
A2B18020 0.33 0.011 0.004 0.012 0.001 0.0019 0.0011 0.007

%
Al Ｏ Ｎ Ceqw Pcm

0.030  20(30)  40(70)
A2B18013 0.022 40 74 0.588 0.332
A2B18019 0.024 42 66 0.597 0.345
A2B18020 0.023 36 68 0.594 0.341

※ x.xx 内は，狙いとする成分値を示し，それ以外の項目は通常の製造範囲で可とした。

%
時期

ppm % 　　　※2

目標値

%

SKP

時期
目標値

時期

SKP

SKP

目標値
※
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表  5.3 引張試験結果 (スキンパス（SKP） )  

 
※幅方向の採取位置。  

WS：ワークサイド，1/4E：WS から 1/4 部のエッジ側，1/4：WS から 1/4 部，  
1/4C：WS から 1/4 部のセンター側，C：センター，3/4，DS：ドライブサイド  

YP/YS TS EL TS×EL
N/mm2 N/mm2 %

L WS 1171 1618 9.8 15856
L 1/4E 1220 1616 10.0 16160
L 1/4 1080 1622 11.1 18004
L 1/4C 1190 1637 11.3 18498
L C 1112 1622 10.8 17518
L 3/4 1249 1661 11.3 18769
L DS 1173 1603 11.7 18755
C 1/4 1088 1640 9.9 16236
L WS 1186 1626 12.1 19675
L 1/4E 1130 1631 12.4 20224
L 1/4 1340 1628 9.7 15792
L 1/4C 1180 1643 11.2 18402
L C 1115 1619 13.2 21371
L 3/4 1115 1589 11.7 18591
L DS 1159 1655 12.7 21019
C 1/4 1210 1638 10.3 16871
L WS 1270 1452 9.8 14230
L 1/4E 859 1157 15.1 17471
L 1/4 831 1176 14.5 17052
L 1/4C 813 1169 14.6 17067
L C 771 1107 18.2 20147
L 3/4 752 1085 17.0 18445
L DS 1140 1299 10.7 13899
C 1/4 798 1190 12.7 15113
L WS 1040 1202 10.3 12381
L 1/4E 788 1130 16.3 18419
L 1/4 766 1130 16.7 18871
L 1/4C 766 1148 17.0 19516
L C 787 1149 18.0 20682
L 3/4 710 1074 16.6 17828
L DS 974 1135 17.3 19636
C 1/4 701 1133 10.6 12010
L WS 1290 1503 7.8 11723
L 1/4E 1020 1192 12.9 15377
L 1/4 1110 1223 11.5 14065
L 1/4C 1040 1191 11.3 13458
L C 1080 1207 11.5 13881
L 3/4 908 1116 12.9 14396
L DS 1190 1326 9.3 12332
C 1/4 837 1102 8.9 9808
L WS 967 1156 7.4 8554
L 1/4E 782 1205 14.8 17834
L 1/4 807 1194 15.5 18507
L 1/4C 756 1174 13.6 15966
L C 843 1207 14.7 17743
L 3/4 765 1165 15.8 18407
L DS 915 1110 17.3 19203
C 1/4 784 1201 13.9 16694

平均 16718

A2B18019S_H

A2B18019S_T

A2B18020S_H

A2B18020S_T

サンプル 方向
位置
※

A2B18013S_H

A2B18013S_T
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図  5.5 引張試験結果 (スキンパス（SKP） )  

 
 

 介在物 5.2.3

図  5.6～図  5.14は，スキンパス（SKP）尾端の幅 1/4部のサンプルについて，析出物(介在物)
の分析を行った結果である．初めての鋳込みで，かつ連続鋳造の最終連の鋳込みであることから，

定常の製造より条件は悪いが介在物は少なかった．また，介在物は Al，Ca，Mg，Mn を主とし

た 10μm 以下のもののみで，機械的性質に著しい影響を与える大きなものは無かった． 
このことから，製鋼での介在物制御が初回製造としては良かったと判断している． 
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図  5.6 介在物調査結果 (A2B18019 介在物 -1)   
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図  5.7 介在物調査結果 (A2B18019 介在物 -2)   
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図  5.8 介在物調査結果 (A2B18019 介在物 -3)   
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図  5.9 介在物調査結果 (A2B18020 介在物 -1)  
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図  5.10 介在物調査結果 (A2B18020 介在物 -2)  
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図  5.11 介在物調査結果 (A2B18020 介在物 -3)  
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図  5.12 介在物調査結果 (A2B18020 介在物 -4)  
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図  5.13 介在物調査結果 (A2B18020 介在物 -5)  
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図  5.14 介在物の分布 (A2B18019)  
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 酸洗鋼板の品質 6.

品質検証のための材料採取にあたり，圧延の冷却条件からコイル A2B18020 を選定し，レベ

ラー(LV)で鋼板にカットして，長手方向の機械的性質の確認を行った．その結果から，特定部位

を決定し，酸洗品質を確認した． 
 

 酸洗鋼板の品質確認方法 6.1

 サンプル採取 6.1.1

コイルのサンプリング位置は，温度変化を 20m 単位で平均化して，FDT および CTの高い低

いの組み合わせを考慮し，①～⑤の 5 ヶ所とした． 
レベラー(LV)にて，表  6.1のようにカットシートにしたものから試験片を切り出した．図  6.1

に，サンプリング位置の選定を示す． 
 

 
図  6.1 レベラー (LV)サンプル採取位置選定図  
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表  6.1 レベラー (LV)切断結果  

 
 

 調査項目および方法 6.1.2

初めに，①～⑤のサンプルを用いて引張試験を行った．その結果から，降伏点の最も低い④を

代表に選び，以降の調査用サンプルを切り出して試験を行った． 
 

 酸洗鋼板の品質確認結果 6.2

 機械的性質 6.2.1

レベラー(LV)サンプルの引張試験は，①～⑤の熱延鋼板および，酸洗したレベラー(LV)④サン

プルで行った． 
引張試験結果を，表 6.2 に示す．SS 曲線をエラー! 参照元が見つかりません。に示す． 
全体的にはコイル全長に渡り温度のバラツキの影響が少ない非常に安定した強度特性が得ら

れている． 
  

切断長 重量 計算長 累計長
mm kg m m

700 1 10 0.700 0.700 ｽｸﾗｯﾌﾟ
1580 1 22 1.580 2.280 ｽｸﾗｯﾌﾟ
1480 1 20 1.480 3.760 Aに含む（手動で切断）
1202 2 33 2.404 6.164 ｽｸﾗｯﾌﾟ
6710 1 93 6.710 12.874 Aに含む（手動で切断）
3645 1 50 3.645 16.519 ｽｸﾗｯﾌﾟ

A-1 1202 22 366 26.444 42.963 ～ (上記端尺3枚含む)
A-2 1202 7 117 8.414 46.600 入側で一度分割(反りのため)
A-3 1831 25 635 45.775 92.375 92.38

1831 1 25 1.831 94.206 92.38 ～ 94.21 ｻﾝﾌﾟﾙ
1831 10 254 18.310 112.516 94.21 ～ 112.52

B 1831 56 1422 102.536 215.052 112.52 ～ 215.05
1831 1 25 1.831 216.883 215.05 ～ 216.88 ｻﾝﾌﾟﾙ
1831 9 229 16.479 233.362 216.88 ～ 233.36

C 1831 36 914 65.916 299.278 233.36 ～ 299.28
1831 1 25 1.831 301.109 299.28 ～ 301.11 ｻﾝﾌﾟﾙ
1831 9 229 16.479 317.588 301.11 ～ 317.59

D 1831 83 2108 151.973 469.561 317.59 ～ 469.56
1831 1 25 1.831 471.392 469.56 ～ 471.39 ｻﾝﾌﾟﾙ
1831 9 229 16.479 487.871 471.39 ～ 487.87

E 1831 48 1219 87.888 575.759 487.87 ～ 575.76
1831 1 25 1.831 577.590 575.76 ～ 577.59 ｻﾝﾌﾟﾙ
1831 5 127 9.155 584.914 577.59 ～ 584.91

F 1831 0 ～ ｺｲﾙｴﾝﾄﾞで終了
1915 1 27 1.915 586.829 584.91 ～ 586.83 ｽｸﾗｯﾌﾟ

915 1 13 0.915 587.744 586.83 ～ 587.74 ｽｸﾗｯﾌﾟ

備考

①

②

③

④

ｴﾝﾄﾞ

ﾄｯﾌﾟ

圧延長
m

位置 枚数

⑤
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表  6.2 引張試験結果 (レベラー (LV) )  

 
※幅方向の採取位置。WS，1/4(WS から 1/4 部)，C：センター，3/4(WS から 3/4)，DS 

降伏点(YP) 引張強さ 伸び
位置 /耐力(YS) TS EL TS×EL
※ N/mm2 N/mm2 % N/mm2

L WS 805 1162 16.2 18824
L 1/4 774 1071 18.7 20028
L C 871 1142 18.5 21127
L 3/4 874 1142 18.7 21355
L DS 836 1174 16.0 18784
L WS 787 1070 17.7 18939
L 1/4 771 1028 20.6 21177
L 1/4 749 1032 20.3 20950
L C 799 1094 19.4 21224
L 3/4 791 1082 19.1 20666
L DS 825 1160 16.5 19140
L WS 793 1116 16.7 18637
L 1/4 759 1039 20.6 21403
L 1/4 756 1020 20.5 20910
L C 800 1089 19.4 21127
L 3/4 815 1100 19.0 20900
L DS 830 1165 15.8 18407
L WS 776 1087 16.6 18044
L 1/4 738 1006 20.0 20120
L 1/4 756 1070 19.6 20972
L C 776 1056 20.0 21120
L 3/4 789 1072 18.9 20261
L DS 846 1161 16.2 18808
C 1/4 776 1039 17.5 18183
L WS 835 1093 17.3 18909
L 1/4 781 1048 18.0 18864
L C 800 1079 18.8 20285
L 3/4 831 1071 16.3 17457
L DS 1218 1386 9.0 12474

① L 1/4 788 1111 16.7 18554
② L 1/4 750 1048 18.5 19388
③ L 1/4 747 1062 17.7 18797
④ L 1/4 736 1045 18.2 19019
⑤ L 1/4 770 1062 17.2 18266

L WS 762 1087 16.4 17827
L 1/4 734 1032 17.4 17957
L C 747 1061 17.6 18674
L 3/4 784 1075 16.2 17415
L DS 793 1088 16.3 17734
C 1/4 818 1080 15.3 16524
L WS 761 1085 16.7 18120
L 1/4 735 1029 17.6 18110
L C 736 1060 17.6 18656
L 3/4 786 1085 17.4 18879
L DS 793 1103 15.8 17427
C 1/4 796 1082 15.5 16771
L 701 971 14.9 14468
C 686 974 17.1 16655

45° 590 1036 14.2 14711
L 444 646 25.2 16274
C 438 659 24.4 16068

45° 431 635 27.4 17404

サンプル 方
向

試作材

熱延
鋼板

(岡山)

①

②

③

④

⑤

熱延
鋼板

(田原)

④

酸洗
鋼板

現行高炉
比較材

980MPa

590MPa
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(a) L 方向                (b)C 方向  
 

図  6.2 SS 曲線 (レベラー (LV)④岡山試験 1/4 部 )  
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図  6.3 に，以上に記した機械的性質の TSと ELを，前章の熱延鋼板の結果と合わせて示す． 
試作材において，車体鋼板の高張力化の要求に応えられる水準である，強度 590MPa 以上，

かつ，現行高炉材の 980MPa 材相当以上のTS×ELが，量産ラインで試作することができた． 
 
 

 
 

図  6.3 試作材の TS-EL プロット  
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 表面特性 6.2.2

(1)粗さ測定結果 
A2B18020 のレベラー(LV)④サンプルについて，表面粗さを測定した結果を図 6.4 に示す． 
Ra のばらつきは少なく，1.5～2.0μm であった．これは，SPHCの鋼板よりやや粗い程度で

ある．  
 

 
図  6.4 粗さ測定結果  
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 組織 6.2.3

A2B18020 のレベラー(LV)④サンプルについて，組織を観察した．図  6.5～図  6.9に顕微鏡観

察結果，図 6.10～図 6.12 に SEM 観察結果を示す． 

組織は，10μm 以下の微細な結晶粒である．ベイナイト主相に炭化物析出と MAが存在する

と推定しているが，通常のナイタールエッチングの光学顕微鏡と SEM では，明確な判断がつか

なかった．このため，品質検証の章に記す組織観察の検討を行った． 
 

 
図  6.5 顕微鏡観察結果 (表面 ) (左 400 倍，右 1000 倍) 
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図  6.6 顕微鏡観察結果 (1/4t) (左 400 倍，右 1000 倍) 
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図  6.7 顕微鏡観察結果 (C) (左 400 倍，右 1000 倍) 
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図  6.8 顕微鏡観察結果 (3/4t) (左 400 倍，右 1000 倍) 
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図  6.9 顕微鏡観察結果 (裏面 ) (左 400 倍，右 1000 倍) 
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(a)表面                 (b)1/4t 

図  6.10 SEM 観察結果 (1) (上から 1000 倍，5000 倍，15000 倍) 
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(a)C                (b)3/4t 

図  6.11 SEM 観察結果 (2) (上から 1000 倍，5000 倍，15000 倍) 
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図  6.12 SEM 観察結果 (3)裏面 (上から 1000 倍，5000 倍，15000 倍) 
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 硬さ 6.2.4

A2B18020 のレベラー(LV)④サンプルについて，ビッカース硬さを測定した結果を図  6.13に

示す．  
通常の熱延鋼板と同様に板厚中心部がやや柔らかい傾向を示すが，著しい硬度差は認められな

かった． 
 

 
図  6.13 硬さ測定結果 (レベラー (LV) )  

 
 

 曲げ性 6.2.5

A2B18020 のレベラー(LV)④サンプルについて，曲げ試験を実施した結果を表  6.3 に示す．

180°曲げは，試験片が支え間を通り抜けるまで押し込みした後，2tの挟み物を用い両端の押し

つけまで行った． 
いずれも 180°曲げまで可能であり，曲げ性は良好であると判断した．また，スプリングバッ

ク量は約 10°であった． 
図  6.14 に，試験片の曲げ後の外観写真を示す． 
 

表  6.3 曲げ試験結果 (レベラー (LV) )  

 
 
  

250

270

290

310

330

350

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2

硬
度

［
HV

］

板厚方向の距離［mm］

A2B18020S LV④

L方向1/4

L方向1/4

90° 180° 密着 90° 180° 密着
熱延鋼板 ○ ○ × ○ ○ ×
酸洗鋼板 ○ ○ × ○ ○ ×

C方向L方向



 

P-78 

 
図  6.14 曲げ試験片外観写真  
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 品質等に関する検証 7.

試作材について，自動車用鋼板として要求される品質を確認した． 
検証試験は，外部委託および社内で実施した．(表  7.1)また，また，一部の試験は現行高炉比

較 材と して 590MPaDP(1.8t× 500× 500) ， 980MPa(1.6t， 1.8t× 500× 500) ， お よび

270MPa(JSH270E)(2.0t×500×500)から試験片を切り出し，今回の試作材と同様の試験を行っ

た．ただし，現行高炉比較材は限られた量のみのため，一部の試験項目のみ実施し，また，n 数，

試験片サイズも異なるものがある． 
 
 

表  7.1 品質等に関する検証の評価項目  

 

 品質の検証方法 7.1

 金属組織評価 7.1.1

試作した鋼板について，引張破断の状態確認，破断形態の確認のために外観観察と顕微鏡観察

を行った．(図 7.1) 
また，ミクロ組織について既に述べたように，通常のナイタールエッチングの光学顕微鏡と

SEM では明確な組織判定ができなかったため，エッチング手法についても再検討した． 
エッチング手法は，(独)物質・材料研究機構の保有する技術を応用し，組織創製を推定するた

めにより最適な手法として，電解研磨方法を用いた試料作製とその組織観察を行った．なお，

SEM による組織観察のほかに，原子間力顕微鏡(AFM)を用いた組織観察も行った． 
 

 
(a)マイクロスコープ           (b)電界放射型走査電子顕微鏡(FE-SEM) 

図  7.1 金属組織観察の分析装置  
 

  

評価項目 実施場所
金属組織 社内・社外
溶接性 社内・社外
成形性 社内・社外
耐食性 社内

ハット部材の衝撃特性 社外
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 溶接性評価 7.1.2

スポット溶接継ぎ手は，設計通りに車体が構造強度を発揮するための重要な構造要素であり，

工法である．自動車用鋼板の高張力化は，強度と延性のバランスを良好に保つことが求められる

ため，材料としては炭素量を増やし基地組織強度を高めた状態で組織制御を行うことが適してい

ること，あるいは，合金元素を利用して緻密な組織制御を行う傾向にあり，その結果，スポット

溶接部の溶融ナゲット部の硬度は硬くなると同時に，靭性が低下してしまうという課題が生じて

いる．更には，母材が高降伏強度となるため，負荷時に接合点周辺の拘束力が高くなることから

溶接部端の応力集中が上昇することに起因し，溶接欠陥感受性が増加する為，接合強度が安定し

なくなるという問題がある．これらの問題は特に，材料強度が 590MPa を超えたあたりから顕

著になることが知られている．このことから，高強度－高延性が求められる自動車用高張力鋼板

の開発は，スポット溶接性向上の技術開発とも言え，材料開発と併せ，その溶接工法（条件）自

体も重要な開発課題となっている． 
このような一連の高張力鋼板のスポット溶接性に係る課題は，特に，材料強度 590MPa 級で

顕著な現象となって現れ，780MPa，980MPa と材料強度が上がるにつれて，課題の難易度は難

しさを増す．本試作材では，材料強度 590MPa 以上，実際の試作目標は材料強度 980MPaを目

標としているため，スポット溶接性は特に重要な品質特性であり開発課題と言える． 
本試作材では，溶接部靭性を考慮した組成設計がなされているが，スポット溶接条件を見出す

にあたっては，熱処理的プロセスに沿って良好な靭性が得られるような加熱・冷却制御を行うべ

く通電条件の検討を行った．尚，しばしば，自動車会社では，接合部強度の信頼性確保の観点か

ら，十字継ぎ手の強度試験において，ボタン抜け破断，あるいは母材破断が求められる．理由は，

十字継ぎ手が応力集中の点から最も厳しい継ぎ手分類に入ること，重ね合わせ継ぎ手のせん断型

破壊モードでは接合強度（TSS）が溶接欠陥に鈍感なのに対して，十字継ぎ手の剥離型破壊モー

ドでは，剥離強度（CTS）が材料や溶接部欠陥に敏感であることから，十字継ぎ手破壊モードが

安定的モードとなることにより，継ぎ手そのものの信頼性が得られると考えられる為である．具

体的には，十字継ぎ手が溶接部の溶融凝固部以外の個所で安定的破断モード（ボタン抜け等）を

呈することは，強度安定性の点から重要な評価指標のひとつとなっている． 
本試作材，及びその適正な溶接条件を見出すにあたっては，上記の安定的破断モードを呈する

ことを目標とした． 
 
具体的には，スポット溶接を施工した試験片を作製し，せん断引張・十字引張(図  7.2)を実施

して，スポット溶接部の強さを評価する． 
 

 
図  7.2 溶接部に対する引張試験イメージ  
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(1)試験片 

引張試験片は，図  7.3 および図  7.4 に示す．スポット溶接機(例  図  7.5)を使用し，2 枚重ね

た鋼板を電極で加圧してはさみ，通電して点溶接(スポット溶接)する． 

 
図  7.3 せん断引張試験片 (TSS)  

 
図  7.4 十字引張試験片 (CTS)  

 

 
図  7.5 スポット溶接機（例）   

呼び板厚t 板幅W 重ね代L 試験片長さA クランプ間距離B

0.3≦t＜0.8 20 20 75 70

0.8≦t＜1.3 30 30 100 90

1.3≦t＜2.5 40 40 125 100

2.5≦t＜5.0 50 50 150 110
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(2)溶接条件の選定方法 
基本的な通電条件設計の考え方は，溶接に係るタクト時間の制約（車体の量産性）を考慮し，

2 段通電とし，その中で適正条件を見出すこととした．先ず 1段通電で溶融凝固径を形成すると

ともに，その蓄熱量を制御した上で，不足する加熱・冷却状態を補う手段として２段目の通電を

設定することとした．スポット溶接においては，電極は，通電し発熱（加熱）する手段であると

同時に，電極自体が抜熱する冷却手段でもある．発熱を抑制すると抜熱が勝り，冷却が優ると総

合して溶接部は徐冷～急冷の状態を作ることが出来るなど，発熱と冷却のバランスをどのように

とるかが溶接部の金属組織形成との関係で重要である．また，通電により溶融部（ナゲット）が

形成されることは高温の熱源が板の合せ面に形成されることでもあり，その後の電極による抜熱

で，その熱量の大きさを制御出来ると共に，その熱拡散を利用して組織制御も可能である． 
本試作材の溶接性の検討にあたっては，Step1，Step2，Step3 と 3 つの段階に分けて溶接条

件の適正化を行っていった． 
Step1；先ず，第一通電のみでナゲット径と溶接電流の関係を求め，目標基準ナゲット径 5√ｔ

（ｔ：板厚）を得る溶接電流値 I1 を決めた． 
Step2：次に，Step1 で求めた溶接電流値 I1 による第一通電とその直後の（通電停止し+加圧す

る）ホールド時間 hold#2 を変えて組み合わせて，破断モードと接合部が最も安定する傾向を

示す条件を絞り込んだ． 
Step3：Step2 で破断モードが不足する部分を，Step2 の第一通電後に第二通電を行うことで改

善した．第二通電では，その溶接電流 I2と通電サイクル数（時間）N2を組み合わせて変えた．

この組み合わせを変えることで，第一通電後の溶接部は，再加熱が卓越するのか冷却が卓越

するのか状態を制御することが可能である． 
このようにして作製した溶接継ぎ手の引張り試験を行い，破断モード及び溶接部強度を求

め，安定破断モードが得られるか否かを確認した．溶接部強度は，破断モードに応じた強度

が得られるという考え方である． 
尚，評価の基準ナゲット径は，5√ｔ（ｔ：板厚（mm））としたが，母材強度が 980MPa クラス

と高く，それとバランスする径として通常より大きいナゲット径とした．一般に準ハイテン系の

鋼板で用いられる基準ナゲット径は，4.25√ｔである． 
 

下記(1)～(3)の予備試験を行い，最適スポット溶接条件を選定後，選定した条件で TSSおよび

CTS を行った． 
 
(1) 溶接条件選定 Step1 

Weld lobe を作成し，ナゲット径 ND=5√t を満足する溶接電流(I1)を決める． 
 
電極：ドームラジアス型，先端φ8mm，材質Cr-Cu 
加圧力：600kgf 
スクイズ時間：50 サイクル/50Hz 
通電時間：17 サイクル/50Hz 
保持時間：10 サイクル/50Hz 
スロープ：なし 
ナゲット観察：JIS Z3139 に準ずる 
 
 
 
 
 

図  7.6 通電サイクル  

hold#1

電流

I2

時間
hold#2

I1

hold#3N2N1
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(2) 溶接条件選定 Step2 

通電後の保持時間(hold#2)を各種設定して溶接した TSS試験片で引張試験を実施し，破断

モードと同条件の試験片にて，硬度プロファイルを把握する． 
 

(3) 溶接条件選定 Step3 
Step2 の結果から hold#2を決定し，続く第二通電条件(N2，I2)を各種設定して溶接した CTS
試験片で引張試験を実施し，破断モードと同条件の試験片にて，硬度プロファイルを把握

する．また，破断モードが母材破断となるものがあることを確認する． 
 

 成形性評価 7.1.3

基本的な成形加工の特性値を確認するため，具体的には，すでに示した曲げ性以外である伸び

フランジ性，張り出し性，および縮みフランジ性について，それぞれ，穴広げ，エリクセン，丸・

角筒深絞り試験を実施した． 
 

(1)穴広げ試験 
伸びフランジ性を評価するため，図 7.7 に例示する穴広げ試験を実施した． 
 
試験方法： JIS Z 2256 に準ずる． 
n 数：3 
 
 

 
図  7.7 穴広げ試験  

  

dc,dL

試験片

ダイス

ポンチ

dc0,dL0

ダイス径

r

L 方向 

D0 

dＬ0 

dc0 

試験前 

D 

dＬ 

dc 

試験後 

L 方向の穴径 

C方向の穴径
板厚 Ｔ 
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(2)エリクセン試験  
張り出し性を評価するため，図 7.8 に例示するエリクセン試験を実施した． 
 
試験方法： JIS Z 2247 に準ずる． 
n 数：3 

 
図  7.8 エリクセン試験  

 
(3)深絞り試験 

絞り込みの成形性を評価するため，図 7.8 に例示する深絞り試験を実施した． 
 
試験方法： 円板を打ち抜き，これをポンチ及びダイスを用いて円筒に絞り加工する． 
n 数：2 

 
図  7.9 深絞り試験  

 
(4)FLD 

実際のプレス加工に対応した変形経路，変形状態による変形限界を測定し、複雑な形状のプレ

ス成形性を予測するための試験として、等二軸～一軸引張変形を行い FLD(成形限界曲線：

Forming Limit Diagram ) を求めた． 
具体的に FLD とは、図  7.10 に示すような種々の形状の試験片を用い，破断寸前・直後のく

びれを生じた部位のひずみ(ε)をスクライブドサークル法で測定する。測定結果の例図(図  7.11)
に示す、ε座標上にプロットして線を結んだものである。縦軸・横軸ひずみ(ε)の位置により、

どのような変形状態でどの程度の変形まで耐えられるのかを推定できる。一般に、平面ひずみ状

態(横軸ひずみ=0)近傍で成形限界が最小となる。 
  

ポンチ

ダイス内径

r

試験片

ダイス

しわ押さえ

試験片

ポンチ

ダイス

しわ押さえ
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図  7.10 FLD 試験片例  

 

 
図  7.11 FLD 試験の解説図  

(出所：科学技術振興機構 http://weblearningplaza.jst.go.jp) 
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 耐食性評価 7.1.4

湿潤・塩水噴霧・浸漬・乾燥を組み合わせた繰り返しにより腐食環境を再現し，母材および化

成処理・電着塗装の耐食性を評価した． 
 

(1)試験方法 
塩水噴霧試験(SST)，複合サイクル試験(CCT)および塩温水試験(SDT)を実施した． 

 
a) SST による腐食減量測定 

試験法：JIS Z2371(塩水噴霧試験法)規定の中性塩水噴霧試験法に準ずる． 
試験片：150×70mm，切断面をセロハンテープで保護 
温度条件：試験槽内 35±2℃，空気飽和器内 47℃ 
噴霧時間：24，48，96Hr 
噴霧圧力：0.098±0.01MPa 
塩水：JIS K8150特級塩化ナトリウム又は同等品＋脱イオン水，50±5g/L，pH6.5～7.2 
測定項目：試験片の評価面積および試験前後の質量 

 
b) CCT によるクロスカット評価および腐食減量測定 

試験法：JIS K5600-7-9(サイクル腐食試験方法)に準ずる． 
試験片：150×70mm 

化成処理および電着塗装を行い，図  7.12のように切り込み傷をつける(クロス

カット)．ただし，腐食減量測定用サンプルは，母材のままとする． 
 

 
図  7.12 耐食性評価用試験片へのクロスカット  

 
運転条件：表 7.2 に示すパターンを 16 サイクル(96 時間)繰り返す． 

塩水噴霧条件は，上記 SST 同様．湿潤時の湿度は，95%RH とする． 
 

表  7.2 CCT 運転パターン  

 
 

測定項目：(クロスカット)目視によるさび・はがれ，テープ剥離幅 
(腐食減量)試験片の評価面積および試験前後の質量 

  

素地

塗膜

0.5～1.0mm

段階 時間[h] 温度[℃] 条件
1 0.5 30±2 塩水噴霧
2 1.5 30±2 湿潤
3 2 50±2 熱風乾燥
4 2 30±2 温風乾燥
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c) SDT によるクロスカット評価および腐食減量測定 

試験法：JIS   に準ずる． 
試験条件：5%Nacl 水溶液 55℃に 96 時間浸漬． 
試験片：CCT 試験と同様． 

 
 

(2)試験装置 
腐食環境の再現のため，図  7.13 および図  7.14 に示す複合サイクル試験機を用いた．本試験

機は，試験槽，噴霧装置，塩水タンク(噴霧・浸漬)，空気供給器，空気飽和器，温湿度調整装置，

排気装置等で構成され，噴霧・乾燥・湿潤・浸漬の 4つの環境を再現する．タッチパネルコント
ローラで試験条件を設定し，任意の順序・組み合わせで自動運転する． 

 

 
図  7.13 CCT 試験機外観写真  
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図  7.14 CCT 試験機概略図  
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 ハット部材の衝撃特性 7.1.5

車体性能の最も重要な性能の一つが衝突事故時の衝突性能である．車体としては大入力時に安

定的に変形すること，予測制御しにくい破壊現象を伴わないことが重要である．部材レベルで破

壊現象を考えると，接合部の破断，材料破断が相当する．ハット型部材試験片は車体実構造と大

きく異なるが，衝撃試験での部材挙動は，過大入力・大変形下で安定変形を成し得るものかどう

かの参考資料になる． 
今回，図  7.16 に示すハット部材を曲げ成形で試作し，そのスポット溶接は，表  7.3の条件に

て試作し，落重式衝撃試験に供した． 
ハット形の部材に錘を衝突させ，部材にかった力や変形・破壊の状況を調べ，衝撃特性を確認

した．  
 
(1)試験方法 

図  7.15に示す試験装置を用いて落重式衝突試験を実

施する．錘を落下させ，部材に衝突したときの荷重をロ

ードセルで測定し，非接触変位計を用いて落錘底面の移

動量を測定する． 
 
落錐重量：390kg 
落下高さ：10m 
衝突速度：50km/h 
押込み量：100mm(ストッパ作動) 
試験 n 数：3 
 
 
 
 
 

図  7.15 落重式衝突試験装置概略図 
(2)ハット部材 

試験部材は図  7.16に示す形状に成形する．スポット溶接は，表 7.3に示す条件で行い，図  7.17
に示す天地板を取り付ける．スポット溶接電流は，図  7.18に示す Weld lobe から，チリ発生以

下で ND=5√t に近い，8.5kA とした． 
 

表  7.3 ハット部材溶接条件  

 
  

電極 ドームラジアス型 外径16φ，先端径6φ (材質Cu-Cr)
加圧力 550 kgf

初期加圧時間 60サイクル／60Hz
アップスローブ 1サイクル

通電時間 20サイクル/60Hz
ダウンスローブ 無し

ホールド時間 1サイクル／60Hz
溶接電流 8.5kA

予打点実施条件
電極交換後，上記条件(電流のみ8.0kAに変更)で10打
点実施する．
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図  7.16 ハット部材形状  

 

 
図  7.17 ハット部材天地板取付図  
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(a)ナゲット径測定結果                     (b)せん断引張試験結果 

図  7.18 ハット部材溶接条件選定結果  
 
 

 品質検証試験結果 7.2

 金属組織評価 7.2.1

(1)引張破断面 
図  7.19 に，A2B18020④のうち，伸びの低かった DS-L 方向の引張破断面の SEM 観察結果

を示す．強度が高いためディンブルは浅いが，ほぼ全面延性破面である．また，一部介在物もあ

るが，10μm 以下の小さなもので，破壊に影響を与えるものではなかった． 
これより，破断面について明らかな問題は無かった．前章で既に述べたように，断面組織にス

ジ状の模様が認められているが，破断に影響を与えたような状態は認められなかった． 
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図  7.19 引張破断面 SEM 観察結果   
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(2)断面組織 

図  7.20 に，ピクリン酸，塩化第二鉄を用いたエッチング組織を示す． 
旧γ粒界は，粒径 10μm で，異方性はあまり見られなかった．ほぼ狙い通りの結果を達成で

きた．  
ただし，旧γ粒界が判別しにくいので，今後，さらに明瞭となるエッチング手法の検討が必要

である． 
 

 
図  7.20 旧オーステナイト粒様相 (表層 )  

 
 
図  7.21 および図  7.22に，電解研磨した試料の原子間力顕微鏡(AFM)および SEM観察結果を

示す．  
極表層の炭化物の析出状態を観ることは，その組織形成(例えば，γ粒からの変態過程の推定)

を知ることに繋がり，組織形成の違いは強度特性の変化に繋がる．従って，製品の強度特性を制

御するためには，組織が見える必要があるといえる．つまり，材料の強度特性を検討する場合に，

そのミクロ組織を理解しておくことが必要不可欠である． 
しかし，ナイタールエッチングでは，彫刻される深さが深いため，表層の本来の素性を確認す

ることができない． 
この問題を解決するために，極表層部の状態を観察するエッチング手法について検討した結果，

電解研摩エッチングを行うことになった．電解エッチングは，表面ナノオーダーの極浅いエッチ

ングが可能である．これにより，通常ナイタールエッチングでは見えない極表層の炭化物の析出

が確認できた． 
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図  7.21 電解研磨後の AFM 観察結果 (A2B18020)  

（※スケールは各画像の幅）   
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図  7.22 電解研磨後の SEM 観察結果 (左：SE 象，右：BSE 象 )  

 
なお，写真に認められるブツブツがFeC炭化物か他の炭化物かは，SEMで判別できていない．

(図  7.23) また，微細なγ粒の粒界から飽和フェライト共析変態しているか，過飽和フェライ

トから炭化物が析出しているかといった点は，今後の調査課題である． 
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図  7.23 EDX によるマッピング分析   
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図  7.24 および図  7.25 に，組織断面にて確認される縞状のスジの SEM-EDS と EPMA の分

析結果を示す． 
スジ部に析出物は無く Si，Cr，Mo，Cが濃化しており，中心偏析を反映した組織を有してい

る．ただし，MnS の析出といったものではない上記元素が濃化している状態である． 
また，ミクロ偏析の組織は，既に破面観察の項に述べたように，引張破断面にその影響が現れ

ていない．ただし，不均一伸びの向上といった面で，今後改善の余地があると考えている． 
 

 
図  7.24  EDX による線分析 (15KV) 
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図  7.25 EPMA 分析結果（StageScan）   
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 溶接性評価 7.2.2

 
(1) 溶接条件選定 Step1 

I1 を可変してナゲット径を調査した結果，ND=7.07mm(5√t，t：板厚)を満足する I1 は

8.25kA であった．図  7.26に Weld lobe 作成結果を，表  7.4 に断面マクロの観察結果を示す． 
断面マクロ写真では、ナゲット内に凝固収縮ボイドが観察されるが、凝固時の冷却速度を

制御すること等により改善出来る範囲のものである。 
 

 

 
図  7.26 We ld lobe  
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表  7.4 ナゲット径調査結果および断面マクロ  

 
  

電流 ＮＤ
（kA） （mm）

7.45 6.52 無し

7.63 6.62 無し

7.85 6.78 無し

8.04 6.90 無し

8.25 7.07 無し

8.43 7.13 無し

8.61 7.34 有り

チリ 断面マクロ
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(2) 溶接条件選定 Step2 
第一通電直後の hold#2（通電停止且つ加圧時間）を可変してナゲット径を調査し，TSS

および CTS 試験を行った結果を表  7.5 に示す．チリ発生のため I1=8.0kA とし，加圧力は

6.0kN で実施した． 
表  7.5 Step2 試験結果  

 
  

剪断強度 破断形態 剪断強度 破断形態

30.84 Ａ 11.07 B

30.15 Ｄ 12.31 B

31.00 Ｂ 11.39 B

30.89 Ｂ 10.90 A

30.48 Ｂ 8.45 C

29.78 Ｂ 12.57 A

30.72 Ｄ 10.80 B

30.99 Ｄ 7.79 D

30.74 Ｂ 8.63 B

30.99 Ａ 10.88 A

29.97 D 11.25 B

29.45 Ｄ 9.61 B

Ａｖｅ.11.59

CTS

Ａｖｅ.10.64

Ａｖｅ.9.07

Ａｖｅ.10.58Ａｖｅ.30.14

Hold#2
[cyc]

ＮＤ
[mm]

観察断面

ＴＳＳ

7.061

2 7.16

3 6.90

Ａｖｅ.30.66

Ａｖｅ.30.38

Ａｖｅ.30.82

5 7.13

母材破断（HAZ部残り） ＨＡＺ部破断 ＮＤ内破断 ＮＤ内剥離（シャー破断）
記号；Ａ 記号；Ｂ 記号；Ｃ 記号；Ｄ
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(3) 接条件選定 Step3 

最適化した溶接条件で、目的とする安定破壊モードが得られ、その結果として溶接部強度

も安定した値が得られた。以下、溶接条件の検討内容を報告する。 
ここでは，Step2 に引き続き，第二通電条件の検討を行った．表  7.6 は，各条件で試作し

た十字継ぎ手試験片の破断モードとその強度が示してある．第二通電の溶接電流値 I2が，I1
に対して 75％の 6ｋAの場合，通電サイクル数は，10サイクルで安定破断モードとなり，そ

れより短いサイクル数，あるいは長いサイクル数でも破断モードは好ましくないモードが現

れることがわかる．また，I2を I1に対して 50％の 4ｋAのとした場合，N2は，10と 15サ

イクルで安定破断モードを示すことがわかる．更に I2 を I1の 30％に下げた場合，いずれの

サイクル数でも破断モードは悪化することがわかる．（I2＝6.0，N2=10），（I2＝4.0，N2=10），
（I2＝4.0，N2=15）で安定破断モードが得られ，熱的には比較的広い状態で目的の破断モー

ドが得られるものと考えられる．安定破壊モードと共に接合強度も安定している． 
尚，I2＝4.0，N2=10 の場合のスポット溶接に要する時間は 35 サイクルであり，0.7sec と

なる．現行の車体量産条件とほぼ変わらないものと考えられる． 
 

表  7.6 Step3 試験表  

  

強度 ＷＤ

（ＫＮ） （ｍｍ）
12.23 Ａ 8.29

12.11 Ｂ 6.96

10.00 Ｃ 6.77

11.83 Ｂ 7.83

10.30 Ａ 8.08

11.27 Ａ 7.95

11.96 Ａ 8.14

13.23 Ｃ 7.03

11.76 Ｃ 7.55

7.33 Ｄ －

12.17 Ａ 7.57

11.28 Ａ 7.92

9.99 Ｂ 7.18

9.42 Ｂ 6.51

10.10 Ａ 7.33

10.17 Ｂ 7.49

11.85 Ａ 7.99

12.65 Ａ 7.93

7.95 Ｃ 5.43

11.38 Ｂ 7.53

11.24 Ａ 7.81

8.55 Ｂ 7.50

12.93 Ｂ 6.43

10.93 Ｃ 6.26

9.51 Ｂ 7.34

8.42 Ｂ 5.56

6.67 Ｃ 4.91

10

15

4.0

2.9

5

10

15

5

5

10

溶接条件

Ｌ２（ＫＡ） Ｎ２（ｃｙｃ）

15

6.0

ＣＴＳ

破断形態
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 成形性評価 7.2.3

(1) 穴広げ試験 
試作材および現行高炉比較材 980MPa で穴広げ試験を実施した結果を，表  7.7 および図  7.27

に示す． 
今回の現行高炉比較材 980MPa は低いものであったが，一般的な現行高炉材はλ=25%程度で

あり，本試作材はそれと同等の特性値を有しているものと考えられる． 
 
 

表  7.7 穴広げ試験結果  

 
 
 
(2) エリクセン試験 

試作材および現行高炉比較材 980MPa で実施したエリクセン試験の結果を，表  7.8および図 
7.28 に示す． 
試作材は現行高炉比較材 980MPa に比べやや低いエリクセン値であるが，圧延圧下条件と温

度条件の適正化により，TS-EL バランスや n 値が向上すれば問題無いレベルと考えられる． 
 

表  7.8 エリクセン試験結果  

 
 

  

% 最大 最小 平均
1 28.3
2 27.7
3 23.8
4 30.4
5 29.1
1 23.8
2 21.4
3 24.5
1 31.2
2 25.6
3 27.0
1 9.9
2 18.4

現行高炉比較材
980MPa材

18.4 9.9 14.2

23.3

試作材
（熱延鋼板）

社内
(岡山)

31.2 25.6 27.9

穴広げ率

試作材
（酸洗鋼板）

外注 30.4 23.8 27.9

社内
(岡山)

24.5 21.4

㎜ 最大 最小 平均
1 20.6
2 20.7
1 9.63
2 9.56
3 9.50
1 11.57
2 11.27

現行高炉比較材
980MPa材

11.57 11.27 11.42

ストローク

試作材

外注 20.7 20.6 20.65

社内
(岡山)

9.63 9.50 9.56
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図  7.27 穴広げ試験後の試験片外観写真 (試作材 酸洗鋼板 )  

  



 

P-105 

 
 

 
図  7.28 エリクセン試験後の試験片外観写真 (試作材 )  
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(3) 深絞り試験 

深絞りの結果を，図 7.29 および図 7.30 に示す． 
円筒絞りは，LDR＝2.02 であった．現行高炉比較材 980MPa と同等の数値である． 
なお，角筒絞りは，拘束が厳しく変形途中で破損するため中止した． 
 
※LDR(限界絞り比：Limiting Drawing Ratio) ，BHF(しわ抑え力：Blank Holder Force) 
 

 
図  7.29 深絞り試験結果（LDR）  

 

 
図  7.30 深絞り試験結果（BHF）  

 
 

(4) FLD (成形限界曲線：Forming Limit Diagram ) 
FLD の測定結果を，図  7.31 に示す．図中の赤線が本試作材の、波線が現行高炉比較材の実測

点から推定される成形限界曲線である。 
 
板厚の違いがあるため，試作材のほうが有利という面はあるが，現行高炉比較材 980MPa よ

り高いひずみ加工が可能であると推定できる． 
  

ポンチ速度100mm/min　、押さえ：10KN
LDR

評価；○ 評価；○×
2.02 2.16

ポンチ速度120mm/min　、ブランク径：φ105

３０ＫＮ
ポンチ荷重；２０９ＫＮ ×

BHF (KN)

ポンチ荷重；２３５ＫＮ ポンチ荷重；２３４ＫＮ
２５ＫＮ
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図  7.31 FLD 測定結果  

 
 

(5) 成形性のまとめ 
(1)～(4)の結果から，試作材は，現行高炉比較材 980MPa と同等の加工性を有しており，自動

車用鋼板として車体用部品の成形が可能な品質であることが確認できた． 
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 耐食性評価 7.2.4

(1) SST による腐食減量試験 
試作材と、現行高炉比較材の 590MpaDP・270MPa 材(JSH270E)で実施した腐食減量試験結

果を，図  7.32 および表  7.9に示す．試験前後の試験片外観写真は，図  7.33～図  7.39 に示す． 
試作材は，現行高炉比較材に比べて少し減量が多い程度であり，減量の時間変化の傾きは同じ

である． 
 

表  7.9 SST 腐食減量試験結果  

 

 
図  7.32 SST 腐食減量試験結果  

  

噴霧時間 評価面積
(Hr) (cm2) 試験前 試験後 (ｇ) (ｇ/m2)

1 64.66 161.15 160.86 0.29 44.85
2 65.27 158.94 158.66 0.28 42.90
1 66.11 162.58 162.06 0.52 78.66
2 64.26 161.60 161.05 0.55 85.59
1 67.23 162.53 161.53 1.00 148.74
2 63.72 160.00 159.04 0.96 150.66
1 68.88 163.44 162.43 1.01 146.64
2 65.97 163.91 162.94 0.97 147.05
3 66.83 160.28 159.28 1.00 149.63
1 52.22 119.14 118.96 0.18 35.04
2 52.74 107.80 107.65 0.15 28.44

48 1 63.60 148.03 147.61 0.42 66.04
96 1 59.26 146.03 145.26 0.77 129.93

1 67.68 166.04 165.09 0.95 140.37
2 70.08 166.55 165.62 0.93 132.70
3 68.44 164.76 163.80 0.96 140.27

Test2

現行高炉比較材
590MPaDP

24
Test1

現行高炉比較材
270MPa

96 Test2

供試材 ｎ数
試験片質量(ｇ) 減量

試作材

24

Test148

96

96

0

20

40
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80

100

120

140

160

0 24 48 72 96

腐
食

減
量

（ｇ
/m

2）
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試作材

現行高炉比較材
590MPaDP
現行高炉比較材

270MPa
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(a)n=1 

 
(b)n=2 

図  7.33 SST 腐食減量試験片外観写真  試作材 Test1(試験前，噴霧 24Hr 後 )  
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(a)n=1 

 
(b)n=2 

図  7.34 SST 腐食減量試験片外観写真  試作材 Test1 (試験前，噴霧 48Hr 後 )  
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(a)n=1 

 
(b)n=2 

図  7.35 SST 腐食減量試験片外観写真  試作材 Test1 (試験前，噴霧 96Hr 後 )  
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図  7.36 SST 腐食減量試験片外観写真  試作材 Test2 (試験前，噴霧 96Hr 後 )  

(a)n=1 

(b)n=2 

(c)n=3 



 

P-113 

 

 
(a)n=1 

 
(b)n=2 

図  7.37 SST 腐食減量試験片外観写真  現行高炉比較材 590MPaDP(試験前，噴霧 24Hr 後 )  
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図  7.38 SST 腐食減量試験片外観写真  現行高炉比較材 590MPaDP(試験前，噴霧 48Hr 後 )  
 

 
図  7.39 SST 腐食減量試験片外観写真  現行高炉比較材 590MPaDP(試験前，噴霧 96Hr 後 )  
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図  7.40  SST 腐食減量試験片外観写真 現行高炉比較材 270MPa(試験前，噴霧 96Hr 後 )  

(a)n=1 

(b)n=2 

(c)n=3 
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(2) CCT によるクロスカット評価および腐食減量測定 

CCT による腐食減量試験結果を表  7.10 に，クロスカット試験結果を表  7.11 に示す．図  7.41
～図  7.43 に試験片の外観写真を示す．また，図 7.44 にテープ剥離結果の外観を示す． 

 
電着塗装の塗膜耐食性は，試作材と現行高炉比較材に差異は認められなかった． 
 
 

表  7.10 CCT 腐食減量試験結果  

 
 

表  7.11 CCT クロスカット試験結果  

 
 
 
 
 

  

供試材 ｎ数 面積（cm2） 試験前 96Hr後 (g) (g/m2)
1 65.46 163.29 162.08 1.21 184.86
2 64.31 162.61 161.77 0.84 130.61
3 64.84 161.93 160.96 0.97 149.60

平均 1.01 155.03

試作材

重量（ｇ） 減量

供試材 ｎ数 剥離幅 ブリスタ有無
1 ＜0.5mm 無
2 ＜0.5mm 無
3 ＜0.5mm 無
1 ＜0.5mm 無
2 ＜0.5mm 無
3 ＜0.5mm 無

試作材

現行高炉比較材
270MPa

(JSH270E)
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図  7.41  CCT 腐食減量試験片外観写真  試作材 (試験前，噴霧 96Hr 後 )  

  

(a)n=1 

(b)n=2 

(c)n=3 
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図  7.42 CCT クロスカット試験片外観写真  試作材 (試験前，噴霧 96Hr 後 )  

  

(a)n=1 

(b)n=2 

(c)n=3 
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図  7.43 CCT クロスカット試験片外観写真 現行高炉比較材 270MPa(試験前，噴霧 96Hr 後) 

  

(a)n=1 

(b)n=2 

(c)n=3 
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図  7.44 CCT テープ剥離結果外観   

(a)n=1 

(b)n=2 

(c)n=3 
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(3) SDT によるクロスカット評価および腐食減量測定 

SDT による腐食減量試験結果を表  7.12に，クロスカット試験結果を表  7.13 に示す．図  7.45
～図  7.47 試験片の外観写真を示す．また，にテープ剥離結果の外観を示す． 

 
電着塗装の塗膜耐食性は，ブリスタが数カ所認められたが，クロスカットは CCTの結果と同

様で 96 時間は問題が無かった． 
裸材の耐食性について，表面は赤錆ではなくパウダー状の黒色皮膜がついたような状態であっ

た．溶存酸素しかない水中のような酸素の少ない雰囲気中では，SST とは異なる腐食状態を示

す．  
 
 

表  7.12 SDT 腐食減量試験結果  

 
 
 

表  7.13 SDT クロスカット試験結果  

 
 

  

供試材 ｎ数 面積（cm2） 試験前 96Hr後 (g) (g/m2)
1 63.00 160.81 160.47 0.34 53.97
2 64.93 162.90 162.55 0.35 53.90
3 64.47 162.10 161.98 0.12 18.61

平均 0.27 42.16

重量（ｇ） 減量

試作材

供試材 ｎ数 剥離幅 ブリスタ有無
1 ＜1.0mm 無
2 ＜1.0mm 有
3 ＜1.0mm 有
1 ＜1.0mm 無
2 ＜1.0mm 無
3 ＜1.0mm 無

試作材

現行高炉比較材
270MPa

（JSH270E）
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図  7.45 SDT 腐食減量試験片外観写真  試作材 (試験前，噴霧 96Hr 後 )  

  

N=1 

(a)n=1 

(b)n=2 

(c)n=3 



 

P-123 

 
図  7.46 SDT クロスカット試験片外観写真 試作材 (試験前，噴霧 96Hr 後 )  

  

(a)n=1 

(b)n=2 

(c)n=3 
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図  7.47 SDT クロスカット試験片外観写真 現行高炉比較材 270MPa(試験前，噴霧 96Hr後) 

  

(a)n=1 

(b)n=2 

(c)n=3 
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(a)試作材        (b)現行高炉比較材 270MPa 

図  7.48 SDT テープ剥離結果  
  

n=1 

n=2 

n=3 
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(4) 耐食性のまとめ 
(1)～(3)の試験において，本試作材は，電着塗装性に関して現行高炉比較材と同等な皮膜密着

性を有していると考えられる． 
 
裸母材の試験結果の比較を，図 7.49 に示す． 
試験方法による裸材の減量の差異について，CCT，SST は同等の減量であり，SDT は CCT，

SST の 1/4 の減量であった． 
 
 

 
図  7.49 試作材の腐食減量試験結果の比較  
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 ハット部材の衝撃特性 7.2.5

ハット部材のスポット溶接条件を最適化することで、部材の安定的座屈変形が確認された。衝

突部材系の材料として、今後の実用化検討のベースに十分なり得るものと考えられる。以下、検

討内容を示す。 
ハット部材 3体で実施した落重式衝突試験の結果を，表  7.14および図  7.50～図  7.53に示す．

試験時のノイズ除去のため，遮断周波数 1kHz相当のフィルタ処理(21点移動平均)を行った場合

の解析結果も合わせて示す．試験前後の部材外観写真は，図 7.54～図 7.57 に示す． 
先ず，図  7.51～図  7.53の荷重－変位線図をみることにする．変形初期に大きな荷重ピークが

でるが，これは部材が座屈開始に伴うピークと考えられる．反力をロードセルで計測しているた

め，ロードセルの固有振動と反力特性が重なって荷重となっている結果となっている為，正確な

ことはわからないものの，変位 20mm～35mm において，荷重ピークの乱れがあることから，

規則正しい座屈変形を乱すものが発生した可能性が考えられる． 
一方，試験前後の部材外観写真図(図  7.55～図  7.57)では，スポット溶接部が口開きをしてお

り，また，そこを起点にした亀裂発生がみられる．その拡大を 
図  7.58 に示す．これらの挙動は反力低下をもたらすものと考えられる． 
この現象は少なくとも，車体にとっては好ましいものではなく，一連の現象の原因を絞り込む

ため，静的な圧潰試験にて変形挙動を観察することとした．尚，ハット部材試作時のスポット溶

接条件は 2段通電で最適条件を検討したが，その条件を用いた．更に，スポット溶接部の打点ピ

ッチは，衝突系部材の標準的な 25mm と，今回の衝撃試験に供した部材の打点ピッチ：50mm
で衝撃試験に供したものと同様のハット部材を試作した． 
上記部材の静的圧潰試験における変形外観写真を図  7.59 に示す．また，その時の反力－変位

線図をエラー ! ブックマークが自己参照を行っています。に示す．いずれのスポット溶接打点ピ

ッチの部材においても，スポット溶接部の剥離は見られず部材は座屈変形していた．前述の衝撃

試験では部材試作におけるスポット溶接の通電条件が適正化されていなかった為，接合部剥離が

発生した可能性が考えられる．スポット溶接条件適正化した部材衝撃試験での安定座屈は，今後

確認していく必要がある．前項でのスポット溶接条件最適化が示す通りの好ましい結果になって

おり、衝突対応部材としても十分実用検討のベースにあると考えられる。 
 
 

表  7.14 落重式衝突試験結果  

 
 
 

 
  

計測値
21点移動
平均値

計測値より
算出

21点移動
平均値より算出

km/h kN kN kJ kJ
1 48.7 874 555 15.6 15.5
2 48.9 863 543 17.6 17.4
3 48.5 747 522 16.0 16.0

※）　ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ速度50kHzに対して、遮断周波数1kHz相当フィルタ処理を行った値。

試験体No.
初速度

最大荷重値 吸収エネルギ値(0-100mm間)

※
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図  7.50 落重式衝突試験結果 (最大荷重と吸収エネルギー )  
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図  7.51 落重式衝突試験結果 (No .1)  
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図  7.52 落重式衝突試験結果 (No .2)  
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図  7.53 落重式衝突試験結果 (No .3)  
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図  7.54 ハット部材外観写真 (試験前 )   
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図  7.55 試験前後の部材外観写真 (No .1)   
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図  7.56 試験前後の部材外観写真 (No .2)   
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図  7.57 試験前後の部材外観写真 (No .3)   
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図  7.58 試験後部材拡大写真 (No .1)  
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図  7.59 静的圧潰試験における変形外観写真  

 

 
図  7.60 反力―変位線図  
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 評価 8.

本試作における結果をまとめると， 
・量産ラインでの鋼材の試作ができた． 
・試作材は，引張強さ TS 590MPa 以上が達成でき， 
かつ，現行高炉材 980MPa 相当以上のTS×EL が得られた．(図 8.1) 

・強度特性は，コイル全長の大部分において安定したものが得られた． 
・車体鋼板の高張力化の要求に応えられる水準(強度レンジ：1000～1200MPa) 
のものが得られた． 

・スポット溶接は母材破断であり，安定的破断モードを示した． 
それは，以下の方策による． 

a)加工熱処理による微細γ粒化をベースとした． 
b)微細ベイナイト基地組織とすることで，高強度と伸びを両立させた． 

 
このような組織創製のプロセスにより，590MpaDP 以上 980MPa相当の高強度高延性の自動

車用熱延鋼板をスクラップを主原料とする電気炉鋼板から製造することができた． 
 

 
 

図  8.1 試作材の機械的特性  
 
  



 

P-139 

 
 

 自動車用鋼板の要求事項と本試作の意義・課題 9.

 引張試験結果の自動車用鋼板規格との比較 9.1

本試作材の強度特性と現行高炉材の比較を図 9.1 に示す．試作材は，鉄鋼連盟自動車用鋼板

規格に対して，尤度をもっていることがわかる． 
 

 
※熱延 980 は，鉄連規格が無いため，冷延 980 の規格レンジを記載した． 
※図は，平均値を示す． 
 

図  9.1 試作材と現行高炉材 980MPa 材・ 590MPa 材の比較  
 

電気炉鋼板において，590MPa 材の性能を十分満足し，さらに 980MPa 材相当の鋼板を製造

できることは明らかである． 
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 本件相当のグレードのスクラップの入手性と競争力 9.2

本試作のスクラップは，残湯と装入したスクラップ(国内ヘビー46550kgと新断 43350kg)から

なり，ほぼ 50：50 の構成である． 
 

 
図  9.2 当社の平均的な購入スクラップ品種の構成比  

 
ただし，図 9.2 に示すとおり，弊社は市場スクラップ構成をそのまま受け入れており，ほと

んどがヘビーである．試作材においては， 
a)弊社は，今回の様な高合金系の成分の製造実績がない．そのため，精錬工程(化学成分

の調整段階)にてスラグ-鉄反応が温度推移により，どの様になるか想定が困難であっ

た．このため，新断屑を通常よりも多く配合することで，初期にはなるべく純鉄に近

い成分からスタートして，合金添加量と溶鋼温度を微調整する事とした． 
従って，実績が積み上がれば，新断の使用構成比率はこの限りではない． 

 
b)新断は，部品をプレス製造する時に発生する加工スクラップであり，Car to Carを考

えるとそのボリュームの大きさから，主要な鉄源になる．加えて，ELV 中には有効

元素が多く含まれており，新断屑に併せて有効利用が重要と考えている．今回は，そ

のような観点から，新断とヘビーの二つを組み合わせる配合とした． 
自動車会社とのスクラップ・鉄製品フローは，直接流通のため，量と価格が安定し，高い競争

力を生むことが期待される． 
 
スクラップ中に含まれるトランプエレメントの平均組成は，Cu0.25～0.3%，Cr0.2%，Ni0.1%，

Sn0.02%，Mo0.03%(当社購入)である． 
また，車両鋼板のハイテン化のトレンドに伴い，Mn，Cr含有量は増大の方向であり，駆動系・

パワートレーン系の生産くずには，Cr，Mo 等が多く含まれる． 
これらのトラップエレメントを有効活用し，付加価値の高い自動車用ハイテン鋼供給につなげ

る．  
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 実用化に向けた技術課題 9.3

 材料機能に関する課題 9.3.1

・材料機能と合金含有量・コストの最適化 
 本試作材では，Si，Cr，Mo などが添加元素である． 
 例えば， 
・Cr は，スクラップコンバージョンにより，SUS など元々Cr を多量に 
  含有するスクラップを効率的に利用する． 
・Si，Mn，Cr などの調整により，Mo の必要量を低減する． 

など，添加量の最適値や，他の低廉元素での代替を検討する． 
・強度と延性バランスの展開と向上の検討 

TS×EL は 16000 を超えたが，更に高い TS×EL バランスを目指す． 
・熱延・薄板コイル化 

 自動車用鋼板として適用規模を拡大するためには，本試作の t=2.00mm から，さらに

薄い t=1.4 以下を狙った量産化技術を確立する必要がある． 
・メッキ鋼板化(防錆鋼板への対応) 

今後，電気炉鋼板の適用品種の拡大を考えると，防錆鋼板である亜鉛めっき化の展開は

必須と考えている． 
 

 スクラップ・含有元素に関する課題 9.3.2

・スクラップ品種構成最適化と製鋼技術 
 資源循環を考えた場合，100%スクラップで循環出来ることが最良と考えられる．当社

の場合，銑鉄を必要としないスクラップを用いた電気炉鋼製造でありこの循環に適する

ものである． 
 今回は時間と費用の制約から一仕様のみの試作であり，初めての製造ということで比

較的に溶製しやすく現実的な配合として国内ヘビーと新断ほぼ 50：50を選定した．し

かし，当社においては、これまでも新断屑を前提としない電炉鋼板製造を行っている。

合金元素の有効活用の観点から，合金を多く含有する老廃スクラップを含めた品種の配

合については更なる検討が必要であると考えている．そのため，今後は鉄スクラップ(新
断屑・ヘビーなど)の配合比率を変えた実機試作を行う予定である． 
 

・Car to Car の実現とスクラップ中のトランプエレメント活用 
 本試作材のスクラップ配合比率の設定は前項の通りであるが，具体的に 2つの理由を

以下に記す． 
 1．化学成分の的中率を上げる(新断屑を用いた理由) 

 弊社は，今回の様な高合金系の成分の製造実績がないため，精錬工程(化学成

分の調整段階)にてスラグ-鉄反応が温度推移により，どの様になるか想定が困

難であった．このため，初期にはなるべく純鉄に近い成分からスタートして合

金添加量と溶鋼温度を微調整する事とした． 
 新断を多く添加したのは純鉄に近い成分とするためで，実績が積み上がれば，

新断の使用構成比率は変化する場合もあり得る． 
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 2．Car to Car の実現(自動車発生の新断屑の利用) 

 新断は，部品をプレス製造する時に発生する加工スクラップである．Car to 
Car を考えると，そのボリュームの大きさから，主要な鉄源になると考えられ

る．加えて，ELV中には有効元素が多く含まれており，新断屑に併せて有効利

用が重要と考える．このような観点から，今回は新断とヘビーの二つを組み合

わせた配合を選定した． 
 

 ELV の使用は，スクラップに含有するトランプエレメントを活用するのに適した方法

と考えるが，これ以外にも国内で発生する老廃スクラップの有効な活用を考える必要が

ある．例えば，国内ヘビー屑の使用比率を 100%にすると，溶鋼中の Cu 含有量は 0.35%
程度になる．Cu は鋼の強度を上げる・耐食性を向上するなどの利点はあるが，自動車

用鋼板として使用される場合の許容限界・有効性については，更に調査・把握すること

が今後の課題と考える． 
 

 スクラップのリサイクル  9.4

 電気炉鋼材による CO2 削減 9.4.1

これからの，低炭素社会・循環型社会の構築のためには，日本国内にある天然資源を還元した

大量の鉄スクラップを電気炉鋼材として活用する必要があると考えている。 
その一つの案として、図 9.3 に自動車産業で発生するスクラップと市中スクラップの事業化

を想定した場合のフローを示す．車体用鋼板から発生するスクラップ＝新断屑を電炉鋼会社が引

き取り，自動車用鋼板にリサイクルして自動車会社に納めるという資源循環を考えると，スクラ

ップ市場価格変動の影響を受けにくい資源と製品の循環が成り立つことになる． 
電炉鋼が高炉材を置換することによる鋼板製造時の CO2排出量削減が評価される場合には，

上記のような適用ボリュームに相当する量が評価対象になると考えられる． 
 

 
図  9.3 本件相当のグレードのスクラップの入手性と競争力  

 
以上

 


